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■ 市会の動き

８ 月
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等

5 月 経済総務委員会

6 火 くらし環境委員会（実地視察）

7 水 教育福祉委員会

8 木 まちづくり委員会 日本共産党市会議員団議員会
民主・都みらい議員会

9 金 交通水道消防委員会（実地視察） 自民党市議団議員会

12 月 市会改革推進委員会

19 月 くらし環境委員会他都市調査（～
21日）
教育福祉委員会他都市調査（～21
日）

21 水 まちづくり委員会他都市調査（～
23日）

26 月 経済総務委員会他都市調査（～28
日）

27 火 交通水道消防委員会他都市調査
（～29日）

30 金 自民党市議団議員会
日本共産党市会議員団議員会
公明党市議団議員会
京都党市議団議員会
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９ 月
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等

3 火 民主・都みらい議員会

4 水 市会改革推進委員会

6 金 日本共産党市会議員団議員会

9 月 経済総務委員会 京都党市議団議員会

10 火 くらし環境議員会

11 水 教育福祉委員会

12 木 まちづくり委員会 日本共産党市会議員団議員会

13 金 交通水道消防委員会

17 火 市会運営委員会 自民党市議団議員会
日本共産党市会議員団議員会
公明党市議団議員会

18 水 自民党市議団議員会
日本共産党市会議員団議員会
民主・都みらい議員会
公明党市議団議員会
京都党市議団議員会

19 木 自民党市議団議員会
日本共産党市会議員団議員会
民主・都みらい議員会
公明党市議団議員会
京都党市議団議員会

20 金 市会運営委員会 日本共産党市会議員団議員会
民主・都みらい議員会
京都党市議団議員会

24 火 本会議 予算特別委員会
予算特別委員会第1分科会・第2分
科会・第3分科会合同分科会

自民党市議団議員会
日本共産党市会議員団議員会
民主・都みらい議員会
公明党市議団議員会
京都党市議団議員会

25 水 予算特別委員会第1分科会

予算特別委員会第2分科会

予算特別委員会第3分科会

市会運営委員会理事会

自民党市議団議員会

26 木 自民党市議団議員会
日本共産党市会議員団議員会
民主・都みらい議員会
公明党市議団議員会

27 金 予算特別委員会
市会運営委員会
市会運営委員会理事会

自民党市議団議員会
日本共産党市会議員団議員会
民主・都みらい議員会
公明党市議団議員会

30 月 本会議 予算特別委員会第1分科会
予算特別委員会第2分科会
予算特別委員会第3分科会
決算特別委員会
決算特別委員会第1分科会・第2分
科会・第3分科会合同分科会
市会運営委員会理事会

自民党市議団議員会
日本共産党市会議員団議員会
民主・都みらい議員会
公明党市議団議員会
京都党市議団議員会
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１０ 月
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等

1 火 本会議 予算特別委員会

市会運営委員会

自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

京都党市議団議員会

2 水 本会議 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

3 木 決算特別委員会 自民党市議団議員会

4 金 決算特別委員会第1分科会

決算特別委員会第2分科会

決算特別委員会第3分科会

7 月 決算特別委員会第1分科会

決算特別委員会第2分科会

決算特別委員会第3分科会

8 火 決算特別委員会第1分科会

決算特別委員会第2分科会

決算特別委員会第3分科会

9 水 決算特別委員会第1分科会

決算特別委員会第2分科会

決算特別委員会第3分科会

10 木 決算特別委員会第1分科会

決算特別委員会第2分科会

決算特別委員会第3分科会

日本共産党市会議員団議員会

11 金 決算特別委員会第1分科会

15 火 日本共産党市会議員団議員会

16 水 市会改革推進委員会

17 木 決算特別委員会 日本共産党市会議員団議員会

18 金 決算特別委員会 日本共産党市会議員団議員会

公明党市議団議員会

21 月 経済総務委員会

くらし環境委員会

教育福祉委員会

22 火 まちづくり委員会

交通水道消防委員会

市会運営委員会理事会

23 水 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

24 木 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

京都党市議団議員会
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25 金 経済総務委員会

くらし環境委員会

教育福祉委員会

まちづくり委員会

交通水道消防委員会

決算特別委員会

市会運営委員会

自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

京都党市議団議員会

28 月 本会議 市会運営委員会理事会 自民党市議団議員会

日本共産党市会議員団議員会

民主・都みらい議員会

公明党市議団議員会

29 火 市会改革推進委員会

30 水 市会改革推進委員会他都市調査

（～11月1日）
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■ 市会本会議

第４回市会（定例会）開会

会議の日時 9月24日（火） 開会 午前10時01分 延会 午前11時14分

開会宣告，開議宣告

議席の決定と変更及び香川佐代子議員の紹介

会議録署名者の指名

諸般の報告

日程第1 会期の決定

日程第2～90 （議第117号 25年度一般会計補正予算 ほか88件）

1 市長，副市長提案説明

2 予算特別委員会設置，付託の動機 椋田 隆知 議員

延会宣告

第４回市会（定例会）続会

会議の日時 9月30日（月） 開会 午前10時01分 散会 午前10時43分

開議宣告

会議録署名者の指名

諸般の報告

日程第1 請願審査結果（教育福祉委員会 1件採択，1件不採択）

1 表決

⑴ 請願第154号の不採択      起立（自，民，公，京，無，無） 

          ⑵ 請願第158号の採択       簡易 

日程第2 請願審査結果（まちづくり委員会 1件採択）

日程第3～65 （議第120号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の制定 ほか62件）

常任委員会付託（別記1）

日程第66～88 （報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件）

決算特別委員会設置，付託の動議 椋田 隆知 議員

日程第89～92 （議第184号 25年度一般会計補正予算 ほか3件）

1 市長提案説明

2 予算特別委員会付託の動機 椋田 隆知 議員
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日程第93 （議第117号 25年度一般会計補正予算 ほか2件）

1 予算特別委員長報告（山本恵一委員長）

原案可決

議第117号に1個の付帯決議を付す

2 討論

         ⑴ 議第117号            加藤 あい 議員 

3 表決

         ⑴ 議第117号～119号        簡易 

⑵ 付帯決議(1個)                 起立（自，民，公，京，無，無） 

日程第94 関西広域連合の議会の議員の選挙

散会宣告

第４回市会（定例会）続会

会議の日時 10月1日（火） 開会 午前10時01分 散会 午後4時35分

開議宣告

会議録署名者の指名

諸般の報告

一般質問 ⑴ 市政一般について  小 林 正 明 議員 

⑵ 市政一般について  寺 田 一 博 議員 

⑶ 市政一般について   井 あきら 議員

⑷ 市政一般について  椋 田 隆 知 議員 

⑸ 市政一般について  くらた 共 子 議員 

⑹ 市政一般について  井 上 けんじ 議員 

⑺ 市政一般について  玉 本 なるみ 議員 

散会宣告

第４回市会（定例会）続会

会議の日時 10月2日（火） 開会 午前10時01分 散会 午後4時29分

開議宣告

会議録署名者の指名

諸般の報告

一般質問 ⑴ 市政一般について  今 枝 徳 蔵 議員 

⑵ 市政一般について  山 岸 たかゆき 議員

⑶ 市政一般について  山 本 ひろふみ 議員
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⑷ 市政一般について  谷 口 弘 昌 議員 

⑸ 市政一般について  井 上 教 子 議員 

⑹ 市政一般について  青 野 仁 志 議員 

⑺ 市政一般について  佐々木 たかし 議員 

⑻ 市政一般について  江 村 理 紗 議員 

日程第1 （議第184号 25年度一般会計補正予算 ほか3件）

1 予算特別委員長報告（山本恵一委員長）

議第184号及び185号 修正可決

議第186号及び187号 原案可決

2 討論

         ⑴ 議第184号及び185号の委員会修正案  

桜井 泰広 議員

3 表決

 ⑴ 議第184号及び185号 

ア 委員会の修正案 簡易

イ 修正部分を除く残余の部分 簡易

⑵ 残余の議案（2件）         簡易 

日程第2 （市会議第29号 台風18号による豪雨災害に関する意見書）

日程第3 （市会議第30号 京都御苑周辺の環境保全に関する決議）

1 表決 起立（自，共，公，京）

散会宣告

第４回市会（定例会）閉会

会議の日時 10月28日（月） 開会 午前10時03分 閉会 午後2時05分

開議宣告

会議録署名者の指名

諸般の報告

日程第1 請願審査結果（くらし環境委員会 2件採択）

日程第2 （議第120号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の制定 ほか4件）

1 経済総務委員長報告（井上けんじ委員長）

原案可決

議第120号～123号に1個の付帯決議を付す

2 討論
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         ⑴ 議第120号～123号         とがし 豊 議員 

3 表決

 ⑴ 議第122号             起立（自，民，公，京，無，無）

⑵ 残余の議案（4件）         簡易 

⑶ 付帯決議             簡易 

日程第3 （議第124号 個人市民税の控除対象となる特定非営利活動法人に対する寄附

金を定める条例の一部改正 ほか20件）

1 くらし環境委員長報告（天方浩之委員長）

［原案可決］

2 討論

         ⑴ 議第128号            佐々木たかし議員 

3 表決

         ⑴ 議第128号            起立（自，共，民，公，無，無）

⑵ 残余の議案（20件）        簡易 

日程第4 （議第144号 社会福祉審議会条例の一部改正 ほか19件）

1 教育福祉委員長報告（中川一雄委員長）

[原案可決］

2 表決

         ⑴ 議第150号～152号         起立（自，民，公，京，無，無）

         ⑵ 残余の議案（17件）        簡易 

日程第5 （議第156号 地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の一部

改正 ほか14件）

1 まちづくり委員長報告（青野仁志委員長）

［原案可決］

日程第6 （議第166号 火災予防条例の一部改正 ほか1件）

1 交通水道消防委員長報告（下村あきら委員長）

［原案可決］

日程第7 （報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件）

1 決算特別委員長報告（山本恵一委員長）

報第1号～22号 認定する

議第183号 原案可決

報第19号に1個の意見を付す

2 討論

 ⑴ 報第1号，3～5号，14号及び16号  西野さち子 議員 

 ⑵ 報第1号             島本 京司 議員 
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 ⑶ 報第19号～22号         北山ただお 議員 

 ⑷ 報第1号～22号及び議第183号   山岸たかゆき議員 

 ⑸ 報第1号～5号及び9号～18号    国本 友利 議員 

 ⑹ 報第19号～22号         下村あきら 議員 

 ⑺ 報第6号～8号，19号～22号及び議第183号 

津田 早苗 議員

3 表決

⑴ 報第1号，3号～5号，14号及び21号 

起立（自，民，公，京，無，無）

⑵ 残余の決算（16件）        簡易 

⑶ 議第183号             簡易 

         ⑷ 付す意見             簡易 

日程第8～11 （諮第9号 人権擁護委員の推薦 ほか3件）

日程第12～14 （市会議第31号 地方税財源の充実確保に関する意見書 ほか2件）

日程第15 （市会議第34号 認定子ども園の認定権限等の委譲を求める意見書）

1 討論 河合ようこ 議員

2 表決 起立（自，民，公，京，無，無）

日程第16 （市会議第35号 地域の中小企業へ更なる支援を求める意見書）

1 討論 くらた共子 議員

2 表決 起立（自，民，公，京）

日程第17，18 （市会議第36号 福島原子力発電所の汚染水対策の強化を求める意見書 ほ

か1件）

1 討論

         ⑴ 市会議第36号及び37号       岩橋ちよみ 議員 

2 表決

         ⑴ 市会議第37号           起立（共，民，京，無（清水））

⑵ 市会議第36号           起立（自，民，公，京，無，無）

日程第19 （市会議第38号 若い世代が安心して就労することができる環境等の整備を

求める意見書）

1 討論 西村 善美 議員

2 表決 起立（自，公，京，無，無）

日程第20 （市会議第39号 新聞への消費税の軽減税率の適用を求める意見書）

1 表決 起立（自，公）
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日程第21 （市会議第40号 高校授業料無償化制度への所得制限の導入に反対する意見

書）

1 提案説明 青木よしか 議員

2 表決 起立（共，民）

日程第22 （市会議第41号 一括交付金制度の復活を求める意見書）

1 提案説明 中野 洋一 議員

2 表決 起立（民，京，無（森川））

閉議宣告，閉会宣告

（注）1 表中，自＝自民党市議団，共＝日本共産党市会議員団，民＝民主・都みらい，公＝公

明党市議団，京＝京都党市議団，無＝無所属を表す。

2 議事日程に挙がっていて，特に表決の記載のないものは，全会一致により簡易表決さ

れたものである。
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議 案 付 託 表

（平成 25年９月 30日付託）

付 託 委 員 会 議 案

経 済 総 務 委 員 会 議第 120 号 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の制定に

ついて

議第 121 号 京都市職員の分限に関する条例の一部を改正する条例の制

定について

議第 122 号 京都市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

議第 123 号 京都市補助金等の交付等に関する条例の一部を改正する条

例の制定について

議第 143 号 京都市勧業館条例の一部を改正する条例の制定について

くらし環境委員会 議第 124 号 京都市個人市民税の控除対象となる特定非営利活動法人に

対する寄附金を定める条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議第 125 号 京都市証明等手数料条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議第 126 号 京都市文化会館条例の一部を改正する条例の制定について

議第 127 号 京都市久世ふれあいセンター条例の一部を改正する条例の

制定について

議第 128 号 元離宮二条城条例の一部を改正する条例の制定について

議第 129 号 京都市無鄰菴及び岩倉具視幽棲旧宅条例の一部を改正する

条例の制定について

議第 130 号 京都市美術館条例の一部を改正する条例の制定について

議第 131 号 京都市動物園条例の一部を改正する条例の制定について

議第 132 号 京都市西京極総合運動公園条例の一部を改正する条例の制

定について

議第 133 号 京都市横大路運動公園条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議第 134 号 京都市宝が池公園運動施設条例の一部を改正する条例の制

定について

議第 135 号 京都市体育館条例の一部を改正する条例の制定について

議第 136 号 京都市地域体育館条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議第 137 号 京都市武道センター条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議第 138 号 京都市市民スポーツ会館条例の一部を改正する条例の制定

について

議第 139 号 京都市市民活動センター条例の一部を改正する条例の制定

について

議第 140 号 京都市男女共同参画センター条例の一部を改正する条例の

制定について

(別記1)
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議第 141 号 京都市青少年活動センター条例の一部を改正する条例の制

定について

議第 142 号 京都市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

議第 174 号 京都市南部クリーンセンター第二工場（仮称）新設工事請

負契約の締結について

議第 179 号 京都市体育館改修工事請負契約の変更について

教 育 福 祉 委 員 会 議第 144 号 京都市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議第 145 号 京都市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例の制

定について

議第 146 号 京都市児童福祉センター条例の一部を改正する条例の制定

について

議第 147 号 京都市児童館及び学童保育所条例の一部を改正する条例の

制定について

議第 148 号 京都市長寿すこやかセンター条例の一部を改正する条例の

制定について

議第 149 号 京都市福祉ボランティアセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議第 150 号 京都市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

議第 151 号 京都市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

議第 152 号 京都市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

議第 153 号 京都市保健所条例の一部を改正する条例の制定について

議第 154 号 京都市深草墓園条例の一部を改正する条例の制定について

議第 155 号 京都市市営墓地条例の一部を改正する条例の制定について

議第 168 号 京都市青少年科学センター条例の一部を改正する条例の制

定について

議第 169 号 京都市野外活動施設花背山の家条例の一部を改正する条例

の制定について

議第 170 号 京都市野外活動施設京北山国の家条例の一部を改正する条

例の制定について

議第 171 号 京都市学校歴史博物館条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議第 172 号 京都市子育て支援総合センターこどもみらい館条例の一部

を改正する条例の制定について

議第 173 号 京都市教育相談総合センター条例の一部を改正する条例の

制定について

議第 177 号 京都市立開睛小学校及び京都市立開睛中学校六原学舎新築

工事請負契約の締結について

議第 178 号 京都市立凌風小学校及び京都市立凌風中学校敷地整備工事

請負契約の締結について

まちづくり委員会 議第 156 号 京都市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する

条例の一部を改正する条例の制定について

議第 157 号 京都市伝統的な木造建築物の保存及び活用に関する条例の

一部を改正する条例の制定について
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議第 158 号 京都市景観・まちづくりセンター条例の一部を改正する条

例の制定について

議第 159 号 京都市市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について

議第 160 号 京都市梅小路公園条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議第 161 号 京都市道路附属物自動車駐車場条例の一部を改正する条例

の制定について

議第 162 号 京都市道路附属物自転車等駐車場条例の一部を改正する条

例の制定について

議第 163 号 京都市観光駐車場条例の一部を改正する条例の制定につい

て

議第 164 号 京都市駐車場条例の一部を改正する条例の制定について

議第 165 号 京都市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

議第 175 号 西野山市営住宅改修工事請負契約の締結について

議第 176 号 鈴塚市営住宅増築工事請負契約の締結について

議第 180 号 市道路線の認定について

議第 181 号 市道路線の廃止について

議第 182 号 訴えの提起について

交通水道消防委員会 議第 166 号 京都市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について

議第 167 号 京都市高速鉄道北山駅自転車駐車場の利用料金に関する条

例の一部を改正する条例の制定について
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月 日 質 問 事 項 質 問 者 答 弁 者

10月1日 1 都市の成長戦略

2 行財政改革

3 不祥事の根絶

4 技能労務職員の採用

5 森林整備

小林正明議員 門川市長

塚本副市長

〃 1 これからの地域の在り方

2 本市のエネルギー政策

3 京都府との連携

4 オリンピックでの京都のＰＲとワールド

マスターズゲームズの誘致

寺田一博議員 門川市長

塚本副市長

〃 1 台風18号による地下鉄の区間運休に対す

る総括と今後の対応

2 京都刑務所の敷地活用

3 「ごみ屋敷」への対策

4 「ペット霊園」に対する規制

5 若杉学園の今後

6 教科書採択

井あきら議員 門川市長

藤田副市長

生田教育長

〃 1 焼却灰溶融施設整備工事の契約解除

2 ごみ減量

3 台風18号による水害

4 民営保育園

5 バス待ち環境の向上

6 京都駅南口駅前広場の整備

椋田隆知議員 門川市長

塚本副市長

平口副市長

西村公営企業管理者

■ 一般質問
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月 日 質 問 事 項 質 問 者 答 弁 者

10月1日 1 台風18号による被災者の支援

2 オスプレイを使用した日米共同訓練の

中止

3 大飯原発の再稼働停止と福島原発の汚

染水対策

4 国の社会保障制度改革

5 生活保護基準の改定

6 国民健康保険に対する認識

7 水道料金の改定

8 焼却灰溶融施設の契約解除

9 屋外広告物対策

10 イズミヤ堀川丸太町店の建設計画

11 堀川団地の再整備計画

くらた共子議員 門川市長

塚本副市長

藤田副市長

藤原危機管理監

白須産業観光局長

水田公営企業管理者

〃 1 景気回復と経済再生への道筋

2 消費税増税の中止

3 地方交付税の増額要求

4 中小企業振興施策

5 企業立地促進助成制度の補助金

6 道州制に対する認識

井上けんじ議員 門川市長

塚本副市長

平口副市長

足立財政担当局長

白須産業観光局長

〃 1 敬老乗車証への応益負担導入

2 身体障害者リハビリテーションセンタ

ー附属病院廃止の影響

3 学童う歯対策事業

4 介護保険の見直し

5 子ども・子育て支援制度

6 西賀茂・柊野地域のバス運行及び交通

不便地域の解消

玉本なるみ議員 門川市長

藤田副市長

生田教育長

堀池交通政策監
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月 日 質 問 事 項 質 問 者 答 弁 者

10月2日 1 職員資質の向上

2 東京オリンピック開催における本市の

対応

3 京北地域の活性化

4 下京区西部エリアの活性化

5 市立芸術大学の移転

今枝徳蔵議員 門川市長

塚本副市長

〃 1 平成24年度決算の総括と今後の財政運

営

2 リニア中央新幹線の京都駅ルートの実

現

3 東アジアにおける環境問題の取組

4 政治への関心を高める教育の充実

5 伏見桃山城築城50周年記念事業と大河

ドラマの活用

山岸たかゆき議員 門川市長

藤田副市長

生田教育長

〃 1 交通事業の経営健全化と台風18号によ

る被害への対策

2 発達障害に対する取組

3 水垂総合運動公園の早期着工

4 繁華街における客引きの規制

山本ひろふみ議員 門川市長

藤田副市長

西村公営企業管理者
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月 日 質 問 事 項 質 問 者 答 弁 者

10月2日 1 ワールドマスターズゲームズの関西招

致

2 学校給食による食物アレルギー事故の

防止

3 市美術館の将来構想策定

4 台風18号による小栗栖森本町の浸水被

害への対応

谷口弘昌議員 門川市長

生田教育長

〃 1 動物愛護センター「動物愛ランド・京

都」の整備

2 高齢者福祉の充実

3 子育て支援の充実

4 ロームシアター京都の活用策

井上教子議員 門川市長

藤田副市長

〃 1 京都の経済基盤を支える産業の育成

2 防災対策の充実

3 地方公会計制度改革

4 「歴史的建築物」の活用と安全の確保

青野仁志議員 門川市長

平口副市長

藤田副市長
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月 日 質 問 事 項 質 問 者 答 弁 者

10月2日 1 安心医療都市「京都」の実現

2 地域分権の推進

佐々木たかし議員 門川市長

藤田副市長

〃 1 臨時財政対策債の取扱い

2 不祥事対策と技能労務職の採用

3 ＭＩＣＥ誘致戦略

4 無形文化遺産への取組

江村理紗議員 門川市長

平口副市長

平竹文化市民局長

村上観光政策監
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■ 市会運営委員会及び理事会

市会運営委員会

会議の日時 9月17日（火） 開会 午前10時01分 散会 午前10時15分

会議の内容 1 海外行政調査について

 ⑴ 議員の派遣の変更 

5月28日の本会議において議決した議員の派遣について，議長において別記2

のとおり変更されたことが報告された。

 ⑵ 調査団からの報告 

平成25年度海外行政調査について，団長から報告がされた。

2 9月定例会の審議日程について

⑴ 審議日程 

別記3のとおり決定する。

⑵ 24日の本会議 

24日は会期の決定，議案の説明聴取及び議案の処理（予算特別委員会の設

置，付託等）を，9月30日は委員会付託議案の議決及び議案の処理（決算特別

委員会の設置，付託等）を，10月1日と2日は代表質問を行う。いずれも，午

前10時に開会することに決定する。

⑶ 代表質問の時間割について 

別記4のとおり決定する。

代表質問においては，これまでの一括質問，一括答弁方式に加え，今市会

から，分割方式を選択できることとしている。

3 議長からの諮問事項について

議長に依頼のあった，議員定数の変更に伴う関西広域連合議会新議員1名の選

出について，各会派で検討し，9月27日の市会運営委員会で取りまとめることと

する。

4 その他について

 ⑴ 20日の午前10時に市会運営委員会を開き，24日の本会議の進め方などを協議

する。

 ⑵ 議員研修として，24日午後1時から，議場において，大阪市立大学大学院創造

都市研究科教授・都市研究プラザ所長の佐々木雅幸氏に「文化首都・京都の発

展に向けて」をテーマに講演していただく。

 ⑶ 台風第18号による被害の復旧状況について，塚本副市長から報告があった。 

市会運営委員会

会議の日時 9月20日（木） 開会 午前10時01分 散会 午前10時12分

会議の内容 1 24日の本会議について

 ⑴ 議席の決定と変更及び香川佐代子議員の紹介 

開会・開議宣告の後，別記5のとおり議席を決定・変更し，先例により，議
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席で起立により香川佐代子議員を紹介する。

⑵ 会期の決定  9月24日～10月28日（35日間） 

⑶ 議案の取扱い 

ｱ 市長提出議案

89件を一括上程し，市長，副市長から提案説明を聴いた後，以下のとおり

処理することに決定する。

(ｱ) 補正予算（議第117号 25年度一般会計補正予算 ほか2件）

全議員68名を委員とする予算特別委員会を設置し，付託することに決定

する。

(ｲ) その他の議案（86件）

提案説明を聴くにとどめることに決定する。

2 その他について

⑴ 市長公室広報担当及び市政記者等の本会議でのテレビ及び写真撮影等を，議

長が許可する。

 ⑵ 24日の本会議終了後に予算特別委員会を開会し，正副委員長の互選等を行

う。

 ⑶ 議員研修を24日午後1時から議場で実施する。 

 ⑷ 25日の正午に理事会を開き，付託議案の審査状況を確認し，審議日程につい

て協議する。

3 理事者発言について

台風18号による被害の対策について，塚本副市長から報告があった。

市会運営委員会理事会

会議の日時 9月25日（水） 開会 午後0時00分 散会 午後0時02分

会議の内容 1 今後の審議日程等について

 ⑴ 委員会の審査状況 

予算特別委員長に出席を求め，付託議案の審査状況を確認した。

 ⑵ 今後の審議日程 

次のとおり決定する。

26日 議員会

27日 討論結了

予算特別委員会（午後2時00分）

取りまとめ

市会運営委員会（午後4時00分）

30日 本会議

2 関西広域連合議会議員の選出について

共産：井坂博文議員を推薦

公明：曽我修議員を推薦

本会議で選挙する。
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市会運営委員会理事会

会議の日時 9月27日（金） 開会 午後0時00分 散会 午後0時02分

会議の内容 1 理事者発言について

追加議案（議第184号 25年度一般会計補正予算 ほか3件）

塚本副市長から追加提出するとの申出があり，これに伴い定例会の日程を別

記6のとおり変更することを確認し，追加議案の取扱い等を後刻開会する市会運

営委員会で取りまとめることとする。

市会運営委員会

会議の日時 9月27日（金） 開会 午後4時01分 散会 午後4時08分

会議の内容 1 30日，1日，2日の本会議の順序及び議案の取扱いについて

 ⑴ 請願審査結果 

ｱ 教育福祉委員会（1件採択，1件不採択）

自民，民主，公明，京都：いずれも委員会の査定に賛成

共産：請願第154号の委員会の査定に反対，請願第158号の委員会の査

定に賛成

請願第154号は起立表決し，請願第158号は簡易表決する。

ｲ まちづくり委員会（1件採択）

委員会の査定どおり決し，簡易表決する。

⑵ 議案の取扱い 

ｱ 議第120号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の制定 ほか62件

所管の常任委員会に付託することに決定する。

ｲ 報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

全議員68名を委員とする決算特別委員会を設置し，付託することに決定

する。

⑶ 追加議案の取扱い 

ｱ 議第184号 25年度一般会計補正予算 ほか3件

市長から提案説明を聴いた後，予算特別委員会に付託することに決定す

る。

⑷ 付託議案の取扱い 

ｱ 予算特別委員会（議第117号 25年度一般会計補正予算 ほか2件）

委員会は，原案可決と査定する。

自民，民主，公明，京都：全て賛成

共産：全て賛成。加藤あい議員が議第117号に対する賛成討論を行う。

加藤あい議員の討論の後，簡易表決する。

付帯決議は，意見が分かれているので，起立表決する。

 ⑸ 関西広域連合議会議員1名の選挙 

本会議で投票により行う。

 ⑹ 一般質問 
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時間割（別記7）のとおりとする。

なお，寺田一博議員，くらた共子議員，山岸たかゆき議員及び山本ひろふ

み議員から発言を補完するために物品等を使用したい旨の申出書が提出され

ているとの報告がある。また，市会説明員についても，答弁に際して，発言

を補完するために物品を使用する場合があるとの報告がある。

また，分割方式で質問を行う議員は，第一分割質問の後，質問を終えるま

での間は，議席に戻らず，前方の待機席に着席することとする。

 ⑺ その他 

30日の本会議終了後に決算特別委員会を開会し，正副委員長の互選等を行

った後，予算特別委員会を開会し，審査日程を確認する。

市会運営委員会理事会

会議の日時 9月30日（月） 開会 午後0時00分 散会 午後0時02分

会議の内容 1 今後の審議日程等について

 ⑴ 委員会の審査状況 

予算特別委員長に出席を求め，付託議案の審査状況を確認した。

 ⑵ 今後の審議日程 

次のとおり決定する。

10月1日 議員会

討論結了

予算特別委員会（午後5時30分）

取りまとめ

市会運営委員会（午後6時30分）

2日 本会議

市会運営委員会

会議の日時 10月1日（火） 開会 午後7時39分 散会 午後7時41分

会議の内容 1 2日の本会議の順序及び議案の取扱いについて

 ⑴ 一般質問 

 ⑵ 付託議案の取扱い 

委員会は，議第184号及び185号については修正可決，その他の議案2件につ

いては原案可決と査定する。

自民：全て賛成。桜井泰広議員が議第184号及び185号の委員会修正案に

対する賛成討論を行う。

共産，民主，公明，京都：全て賛成

桜井泰広議員の討論の後，議第184号及び185号について，委員会修正案，

修正部分を除く原案の順に簡易表決し，次に，その他の議案2件についても簡

易表決する。

 ⑶ 意見書案，決議案の取扱い 

ｱ 台風18号による豪雨災害に関する意見書
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簡易表決する。

ｲ 京都御苑周辺の環境保全に関する決議（自）

自民，共産，公明，京都：賛成

民主：反対

起立表決する。

 ⑷ 付託議案，意見書案及び決議案については，一般質問終了後に日程を追加

し，直ちに議題とすることに決定する。

市会運営委員会理事会

会議の日時 10月22日（火） 開会 午後0時00分 散会 午後0時05分

会議の内容 1 今後の審議日程等について

 ⑴ 委員会の審査状況 

経済総務委員長，くらし環境委員長，教育福祉委員長，まちづくり委員

長，交通水道消防委員長，決算特別委員長に出席を求め，付託議案の審査状

況を確認した。

 ⑵ 今後の審議日程 

次のとおり決定する。

23，24日 議員会

25日 討論結了

経済総務委員会，くらし環境委員会，教育福祉委員会

（午後2時00分）

まちづくり委員会，交通水道消防委員会（午後2時30分）

決算特別委員会（午後3時00分）

取りまとめ

市会運営委員会（午後5時00分）

26日 本会議

2 理事者発言について

 ⑴ 追加議案（人権擁護委員の推薦 4件） 

各会派で検討し，25日の市会運営委員会で取りまとめることとする。

 ⑵ 11月定例会の招集 

日程案を各会派で検討し，28日の本会議終了後の市会運営委員会理事会で

取りまとめることとする。

市会運営委員会

会議の日時 10月25日（金） 開会 午後8時38分 散会 午後8時54分

会議の内容 1 28日の本会議の順序及び議案の取扱いについて

 ⑴ 請願審査結果 

くらし環境委員会（2件採択）

委員会の査定どおり決し，簡易表決する。

⑵ 付託議案の取扱い 
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ｱ 経済総務委員会（議第120号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の制

定 ほか4件）

委員会は，原案可決と査定する。

自民，民主，公明，京都：全て賛成

共産：議第122号は反対，その他の議案は賛成。とがし豊議員が議第120

号，121号及び123号に対する賛成討論並びに議第122号に対する

反対討論を行う。

とがし豊議員の討論の後，議第122号は起立表決し，その他の議案4件は簡

易表決する。

付帯決議は，簡易表決する。

ｲ くらし環境委員会（議第124号 個人市民税の控除対象となる特定非営利活動

法人に対する寄附金を定める条例の一部改正 ほか20件）

委員会は，原案可決と査定する。

自民，共産，民主，公明：全て賛成

京都：議第128号は反対，その他の議案は賛成。佐々木たかし議員が議

第128号に対する反対討論を行う。

佐々木たかし議員の討論の後，議第128号について起立表決し，その他の

議案20件は簡易表決する。

ｳ 教育福祉委員会（議第144号 社会福祉審議会条例の一部改正 ほか19件）

委員会は，原案可決と査定する。

自民，民主，公明，京都：全て賛成

共産：議第150号～152号は反対，その他の議案は賛成

議第150号～152号は起立表決し，その他の議案17件は簡易表決する。

ｴ まちづくり委員会（議第156号 地区計画の区域内における建築物等の制限に

関する条例の一部改正 ほか14件）

委員会は，原案可決と査定する。

全会派：全て賛成

簡易表決する。

ｵ 交通水道消防委員会（議第166号 火災予防条例の一部改正 ほか1件）

委員会は，原案可決と査定する。

全会派：全て賛成

簡易表決する。

⑶ 付託決算の取扱い 

ｱ 決算特別委員会（報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件）

委員会は，報第1号～22号は認定，議第183号は原案可決と査定する。

自民：全て賛成。島本京司議員が報第1号に対する賛成討論を行い，下

村あきら議員が報第19号～22号に対する賛成討論を行う。

共産：報第1号，3号～5号，14号及び21号は認定せず，その他の決算は

認定。議第183号は賛成。西野さち子議員が報第1号，3号～5号

及び14号に対する反対討論並びに報第16号に対する賛成討論を
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行い，北山ただお議員が報第19号，20号及び22号に対する賛成

討論並びに報第21号に対する反対討論を行う。

民主：全て賛成。山岸たかゆき議員が全ての決算及び関連議案に対す

る賛成討論を行う。

公明：全て賛成。国本友利議員が報第1号～5号及び9号～18号に対する

賛成討論を行い，津田早苗議員が報第6号～8号，19号～22号及

び議第183号に対する賛成討論を行う。

西野さち子議員，島本京司議員，北山ただお議員，山岸たかゆき議員，国

本友利議員，下村あきら議員，津田早苗議員の討論の後，報第1号，3号～5

号，14号及び21号は起立表決し，その他の決算16件及び関連議案1件はそれぞ

れ簡易表決する。

 ⑷ 追加議案の取扱い 

ｱ 人権擁護委員の推薦 4件

全会派：全て賛成

簡易表決する。

 ⑸ 意見書案，決議案の取扱い 

ｱ 地方税財源の充実確保に関する意見書

ｲ 公共事業における国産材の活用を求める意見書

ｳ 鳥獣被害防止対策の充実を求める意見書

いずれも簡易表決する。

ｴ 認定こども園の認定権限等の委譲を求める意見書（自，民，公，京，無，

無）

共産：反対。河合ようこ議員が反対討論を行う。

起立表決する。

ｵ 地域の中小企業へ更なる支援を求める意見書（自，民，公）

共産：反対。くらた共子議員が反対討論を行う。

京都：賛成

起立表決する。

ｶ 福島原子力発電所の汚染水対策の強化を求める意見書（自，公，京，無

（森川））

ｷ 福島第一原子力発電所の汚染水対策の強化と福島再生への取組を求める意見

書（共，民，無（清水））

自民，公明：ｷに反対。

共産：ｶに反対。岩橋ちよみ議員がｷに対する賛成討論及びｶに対する反

対討論を行う。

民主：ｶに賛成

京都：ｷに賛成

2件を一括議題とし，岩橋ちよみ議員の討論の後，いずれも起立表決す

る。

ｸ 若い世代が安心して就労することができる環境等の整備を求める意見書
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（自，公，無，無）

民主：反対

共産：反対。西村善美議員が反対討論を行う。

京都：賛成

西村善美議員の討論の後，起立表決する。

ｹ 新聞への消費税の軽減税率の適用を求める意見書（自，公）

共，民，京：反対

起立表決する。

ｺ 高校授業料無償化制度への所得制限の導入に反対する意見書（共，民）

自民，公明，京都：反対

民主：青木よしか議員が案の説明を行う。

青木よしか議員の案の説明の後，起立表決する。

ｻ 一括交付金制度の復活を求める意見書（民，無（森川））

自民，共産，公明：反対

民主：中野洋一議員が案の説明を行う。

京都：賛成

中野洋一議員の案の説明の後，起立表決する。

 ⑹ その他 

28日の本会議は，午前10時に開会する。

市会運営委員会理事会

会議の日時 10月28日（月） 開会 午後2時35分 散会 午後2時37分

会議の内容 1 11月定例会の審議日程について

日程表（別記8）のとおり確認し，改めて11月19日の市会運営委員会で決定す

ることとする。

2 ユーストリーム（USTREAM）による常任委員会及び予算・決算特別委員会（局別

質疑）等の中継及び録画配信について

別記9のとおり実施することに決定する。
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（別記2）

議員の派遣の変更（平成２５年５月２８日議決分）

変 更 前 変 更 後

派遣目的 京都動物愛護センター（仮称）

の施設整備及び整備後の有効活

用を通じ，「京都市動物愛護行動

計画―京（みやこ）・どうぶつ共

生プラン―」を推進し，市民か

らの大きな期待に応えるととも

に，平成２５年９月に施行予定

の改正動物愛護管理法に対応で

きる施設整備及び施設の管理運

営を行うため，世界的に注目さ

れる先進的取組をしている施設

及び都市における人と動物との

共生に係る社会システム等を調

査する。

同左

派遣場所 ・ベルリン市

・ボン市

・パリ市

・ロンドン市

・ホーシャム市

・ベルリン市

・ボン市

・パリ市

・ロンドン市

・バーミンガム市

派遣期間 平成２５年７月２８日から

平成２５年８月５日まで
同左

派遣議員 髙橋 泰一朗，中村 三之助，

中川 一雄，安井 つとむ，

中野 洋一，井上 教子，

津田 早苗，田 孝雄

同左
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（別記3）

月 日 曜日 備 考

7 ９・ １７ 火 告示 ＜議案発送＞ 10:00 市会運営委員会

6 ・ １８ 水

5 ・ １９ 木

4 ・ ２０ 金 10:00 市会運営委員会

3 ・ ２１ 土

2 ・ ２２ 日

1 ・ ２３ 月祝

1 ・ ２４ 火 10:00 本会議 ＜招集＞

2 ・ ２５ 水 委員会

3 ・ ２６ 木 (議員会）

4 ・ ２７ 金 委員会(討論結了）－市会運営委員会

5 ・ ２８ 土

6 ・ ２９ 日

7 ・ ３０ 月 10:00 本会議

8 10・ １ 火 10:00 本会議

9 ・ ２ 水 10:00 本会議

10 ・ ３ 木

11 ・ ４ 金

12 ・ ５ 土

13 ・ ６ 日

14 ・ ７ 月

15 ・ ８ 火

16 ・ ９ 水

17 ・ １０ 木

18 ・ １１ 金

19 ・ １２ 土

20 ・ １３ 日 委員会

21 ・ １４ 月祝

22 ・ １５ 火 自治記念日

23 ・ １６ 水

24 ・ １７ 木

25 ・ １８ 金

26 ・ １９ 土

27 ・ ２０ 日

28 ・ ２１ 月

29 ・ ２２ 火

30 ・ ２３ 水 (議員会）

31 ・ ２４ 木 (議員会）

32 ・ ２５ 金 委員会(討論結了）－市会運営委員会

33 ・ ２６ 土

34 ・ ２７ 日

35 ・ ２８ 月 10:00 本会議 ＜会期末＞

９ 月 定 例 会 日 程 （案）
（２５．９．１７）

本 会 議 等 委 員 会 等



- 29 -

（別記4）

＊ 交 渉 会 派：基本時間１９分＋４分×議員数

非交渉会派：７．５分×議員数 （答弁は質問時間の６割） (５６７分)

［第１日目］

１０：００

１０：０４

１１：５０

（休憩７０分） 自 民：１７８分 質問 １１１分

答弁 ６７分

１３：００

１３：０３

１４：１５

（休憩２０分） 共 産：１２０分 質問 ７５分

答弁 ４５分

１６：３５

［第２日目］

１０：００

１０：０４

１１：５０

（休憩７０分） 民主・都：１１４分 質問 ７１分

答弁 ４３分

１３：００

１３：０３

１３：１１

公 明：１０７分 質問 ６７分

１４：５８ 答弁 ４０分

（休憩２０分）

１５：１８

京 都： ４８分 質問 ３０分

１６：０６ 答弁 １８分

代 表 質 問 時 間 割 （案）
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（別記5）

議 席 の 決 定 と 変 更

香川佐代子 議員 を １７番に決定。

２１番 宮田えりこ 議員 を ４１番に，

２２番 加藤 あい 議員 を ２１番に，

２３番 西村 善美 議員 を ２２番に，

２４番 とがし 豊 議員 を ２３番に，

３７番 西野さち子 議員 を ６２番に，

３８番 玉本なるみ 議員 を ３７番に，

３９番 くらた共子 議員 を ３８番に，

４０番 河合ようこ 議員 を ３９番に，

４１番 樋口 英明 議員 を ４０番に，

５９番 井坂 博文 議員 を ５８番に，

６０番 北山ただお 議員 を ５９番に，

６１番 岩橋ちよみ 議員 を ６０番に，

６２番 井上けんじ 議員 を ６１番に変更。
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（別記6）

月 日 曜日 備 考

7 ９・ １７ 火 告示 ＜議案発送＞ 10:00 市会運営委員会

6 ・ １８ 水

5 ・ １９ 木

4 ・ ２０ 金 10:00 市会運営委員会

3 ・ ２１ 土

2 ・ ２２ 日

1 ・ ２３ 月祝

1 ・ ２４ 火 10:00 本会議 ＜招集＞

2 ・ ２５ 水 委員会

3 ・ ２６ 木 (議員会）

4 ・ ２７ 金 委員会(討論結了）－市会運営委員会

5 ・ ２８ 土

6 ・ ２９ 日

7 ・ ３０ 月 10:00 本会議 委員会

8 10・ １ 火 10:00 本会議 （議員会） 委員会(討論結了）－市会運営委員会

9 ・ ２ 水 10:00 本会議

10 ・ ３ 木

11 ・ ４ 金

12 ・ ５ 土

13 ・ ６ 日

14 ・ ７ 月

15 ・ ８ 火

16 ・ ９ 水

17 ・ １０ 木

18 ・ １１ 金

19 ・ １２ 土

20 ・ １３ 日 委員会

21 ・ １４ 月祝

22 ・ １５ 火 自治記念日

23 ・ １６ 水

24 ・ １７ 木

25 ・ １８ 金

26 ・ １９ 土

27 ・ ２０ 日

28 ・ ２１ 月

29 ・ ２２ 火

30 ・ ２３ 水 (議員会）

31 ・ ２４ 木 (議員会）

32 ・ ２５ 金 委員会(討論結了）－市会運営委員会

33 ・ ２６ 土

34 ・ ２７ 日

35 ・ ２８ 月 10:00 本会議 ＜会期末＞

９ 月 定 例 会 日 程 （変更案）
（２５．９．２７）

本 会 議 等 委 員 会 等
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（別記7）

一 般 質 問 時 間 割

［１０月１日（火）］

１０時００分 開 議

１０時０４分

（小 林 正 明 議員） 質問時間 ２８分

答弁時間 １７分

１０時４９分

（寺 田 一 博 議員） 質問時間 ２８分

答弁時間 １７分

１１時３４分

（ 井 あきら 議員） 質問時間 ２８分

答弁時間 １７分

１１時５０分

（休憩７０分）

１３時００分 再 開

１３時０３分

１３時３２分

（椋 田 隆 知 議員） 質問時間 ２７分

答弁時間 １６分

１４時１５分

（くらた 共 子 議員） 質問時間 ２７分

答弁時間 １６分

１４時５８分

（休憩２０分）

１５時１８分 再 開

（井 上 けんじ 議員） 質問時間 ２４分

答弁時間 １４分

１５時５６分

（玉 本 なるみ 議員） 質問時間 ２４分

答弁時間 １４分

１６時３４分

※ 開議，再開の１分前にベルを入れる。
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一 般 質 問 時 間 割

［１０月２日（水）］

１０時００分 開 議

１０時０４分

（今 枝 徳 蔵 議員） 質問時間 ２５分

答弁時間 １５分

１０時４４分

（山 岸 たかゆき議員） 質問時間 ２３分

答弁時間 １４分

１１時２１分

（山 本 ひろふみ議員） 質問時間 ２３分

答弁時間 １４分

１１時４４分

（休憩７６分）

１３時００分 再 開

１３時０３分

１３時１７分

（谷 口 弘 昌 議員） 質問時間 ２４分

答弁時間 １４分

１３時５５分

（井 上 教 子 議員） 質問時間 ２１分

答弁時間 １３分

１４時２９分

（青 野 仁 志 議員） 質問時間 ２２分

答弁時間 １３分

１５時０４分

（休憩２０分）

１５時２４分 再 開

（佐々木 たかし 議員） 質問時間 １５分

答弁時間 ９分

１５時４８分

（江 村 理 紗 議員） 質問時間 １５分

答弁時間 ９分

１６時１２分

※ 開議，再開の１分前にベルを入れる。
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（別記8）

月 日 曜日 備 考

7 11・19 火 告示 ＜議案発送＞ 市会運営委員会

6 ・20 水

5 ・21 木

4 ・22 金

3 ・23 土祝

2 ・24 日

1 ・25 月 市会運営委員会

1 ・26 火 10:00 本会議＜招集＞ 委員会

2 ・27 水 (議員会）

3 ・28 木 委員会(討論結了）－市会運営委員会

4 ・29 金 10:00 本会議

5 ・30 土

6 12・ 1 日

7 ・ 2 月 10:00 本会議

8 ・ 3 火

9 ・ 4 水 委員会

10 ・ 5 木

11 ・ 6 金 (議員会）

12 ・ 7 土

13 ・ 8 日

14 ・ 9 月 (議員会）

15 ・10 火 委員会(討論結了）－市会運営委員会

16 ・11 水 10:00 本会議 ＜会期末＞

１１ 月 定 例 会 日 程 （案）
（２５．１０．２８）

本 会 議 等 委 員 会 等
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（別記9）

平成２５年１０月２８日

ユーストリーム（ＵＳＴＲＥＡＭ）による常任委員会及び予算・決算

特別委員会（局別質疑）等の中継及び録画配信について（案）

１ 概要

常任委員会及び予算・決算特別委員会（局別質疑）等におけるインターネッ

ト議会中継及び録画について，ユーストリームによる配信を行う。

２ 開始時期

平成２５年１１月５日（火）に開催される「くらし環境委員会」から実施

３ 録画の配信期間

１年間

４ 視聴方法

京都市会ホームページにユーストリーム視聴用のページを新たに作成し，視

聴を希望する委員会をクリックすることで，直接，ユーストリームによる中継

及び録画を視聴できるようにする。
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経済総務委員会

会議の日時 8月5日（月） 開会 午前10時01分 散会 午後3時38分

会議の内容 1 報告事項

・「平成24年度決算概況（速報値）」について

・公契約基本条例庁内検討会議「公契約基本条例に関する検討＜中間報告＞」

及び公契約基本条例制定に向けてのアンケート調査の実施について

2 一般質問

・伏見まち美化事務所職員の不祥事について

・焼却灰溶融施設のプラント工事の契約解除について

・税情報の活用による空き家危険家屋対策について

・新しい地方公会計制度に関する本市の取組状況について

・大規模施設における公契約の今後の在り方について

・不祥事根絶に向けた抜本的な取組の推進について

・焼却灰溶融施設建設の不履行に対する施行業者への責任追及について

・委員会への報告の在り方について

・京の七夕等のイベントにおける市会議員への対応について

3 要求資料

・京都の大企業の上半期利益状況について

・市税の過去5年間の調定額及び徴収金額の推移

・平成24年度決算概況（速報値）資料における，市税徴収率の向上による増収

効果約140億円の算出根拠

・市長部局等における職員数の推移について

・独立行政法人化に伴う人件費の減と運営費交付金の状況について

・平成25年度の懲戒処分事案について

・都市計画局に対する危険建築物等の納税義務者情報の提供に係る運用ルール

経済総務委員会

会議の日時 9月9日（月） 開会 午前10時05分 散会 午後6時37分

会議の内容 1 報告事項

・職員の分限処分について

・平成25年9月1日付け服務及び業務監察体制の強化等について

・平成26年度「大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望」につ

いて

・「地方独立行政法人京都市産業技術研究所中期目標（案）」に対する市民意見

募集の結果について

・「京都市公共建築物等における木材利用基本方針」の策定について

2 一般質問

■ 常任委員会
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・焼却灰溶融施設のプラント工事の契約解除について

・土地開発公社の先行取得地の買戻し分に係る事業について

・都心部地域における商業集積活性化の一方での商店街及び個人商店の維持の

必要性について

・沖縄米軍基地負担軽減への関西広域連合の対応について

3 要求資料

・平成19年4月及び平成20年10月に発令した分限免職処分について

・本市における地方交付税と臨時財政対策債の推移について

経済総務委員会

会議の日時 10月21日（月） 開会 午前10時03分 散会 午後4時55分

会議の内容 1 付託議案審査

・議第120号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の制定

・議第121号 職員の分限に関する条例の一部改正

・議第122号 公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部改正

・議第123号 補助金等の交付等に関する条例の一部改正

・議第143号 勧業館条例の一部改正

2 陳情審査

陳情第69号 子ども・被災者生活支援法に基づく支援策実施の要請等

陳情第70号 原発再稼働の容認反対

陳情第71号 森林吸収源対策等の財源確保の要請

3 一般質問

・防災時の局と区役所の連携状況及び区役所での情報集約状況について

・技能労務職員の採用中止について

・土地開発公社の塩漬けの土地の現状について

・災害時の情報の取扱いについて

・本市におけるオスプレイの飛行に関する情報収集について

・京都日本酒サミット2013の総括及び京都市清酒の普及の促進に関する条例に

関する新聞記事への見解について

・イオンモール京都桂川店の出店計画に関する資料について

・築城50周年を迎える伏見桃山城の観光資源としての活用及び大河ドラマを機

とした伏見区における観光振興について

・中小企業融資制度の今後の方向性及び実績の分析の必要性について

・本市における非正規雇用率の高さについて

・中小企業振興条例の策定に向けた検討状況について

・台風18号による農林水産関係の被害対応について

・山ノ内浄水場跡地の整備工事に伴う周辺住民への説明について

4 要求資料

・審議会の開催にかかる経費について

・京都市土地開発公社保有地の取得から現状に至る経過等（平成25年10月末現
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在）

・（仮称）イオンモール京都桂川の出店計画に係る設置者への本市要望について

・（仮称）イオンモール京都桂川近隣の商店街との協議内容について

経済総務委員会

会議の日時 10月25日（金） 開会 午後5時20分 散会 午後5時24分

会議の内容 1 付託議案審査 5件（討論結了）

⑴ 会派の検討結果 

自民，京都：全て賛成。議第120号～123号に1個の付帯決議を付す。

民主，公明：全て賛成

共産：議第122号は反対，その他の議案は賛成

⑵ 審査結果 

ｱ 表決の結果，議第122号は挙手多数，その他の議案4件は全会一致により全て

可決することに決定する。

ｲ 付帯決議の取りまとめは，正副委員長と各会派の代表に一任し，調整の結

果，議第120号～123号に1個の付帯決議を付すことに決定する。

くらし環境委員会

会議の日時 8月6日（火） 開会 午前10時02分 散会 午後3時05分

会議の内容 1 報告事項

・焼却灰溶融施設整備工事の契約解除について

・まち美化事務所職員の書類送検について

2 特記事項

・報告聴取の後，フェスティバルホール（大阪市）の視察を行った。

くらし環境委員会

会議の日時 9月10日（火） 開会 午前10時02分 散会 午後5時30分

会議の内容 1 報告事項

・京都市キャンパス文化パートナーズ制度の見直しについて

・“京都をつなぐ無形文化遺産”「京の食文化－大切にしたい心，受け継ぎたい知

恵と味」（案）について

・祇園祭後祭巡行の復興について

・職員の分限処分等，監察体制の強化及び市民の信頼回復に向けた取組について

・「有害・危険ごみ等の移動式拠点回収事業」の実施について

・焼却灰溶融施設整備工事の契約解除通知後の状況について

2 請願審査

継続審査 2件

3 一般質問
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・京都市美術館における展示品及び展示方法並びにミュージアムショップの在り

方について

・路上喫煙禁止区域等における喫煙スペースの設置について

・京都市美術館将来構想の検討状況について

・犯罪被害者支援に関する取組状況について

・人権擁護委員と本市外人権啓発担当部署等との連携強化について

・自転車安全利用講習会の継続実施に向けた課題等について

・エネルギー戦略策定プロジェクトチームにおける検討状況について

・市民の生活様式に合った形の省エネ住宅，市民協働発電制度及び太陽光発電の

普及促進について

・京都市南部クリーンセンター第二工場（仮称）建替え整備工事の落札業者決定

の経過及び施設の詳細について

・ごみ回収におけるカラス対策について

・レアメタル回収の取組について

・ペットボトル回収に係る住民監査請求への見解について

・ごみ収集業務の在り方検討委員会における検討状況のくらし環境委員会への報

告について

4 要求資料

・京都市南部クリーンセンター第二工場（仮称）建替え整備工事における総合

評価一般競争入札について

くらし環境委員会

会議の日時 10月21日（月） 開会 午前10時02分 散会 午後5時10分

会議の内容 1 付託議案審査 21件

・議第124号 個人市民税の控除対象となる特定非営利活動法人に対する寄附金

を定める条例の一部改正

・議第125号 証明等手数料条例の一部改正

・議第126号 文化会館条例の一部改正

・議第127号 久世ふれあいセンター条例の一部改正

・議第128号 元離宮二条城条例の一部改正

・議第129号 無鄰菴及び岩倉具視幽棲旧宅条例の一部改正

・議第130号 美術館条例の一部改正

・議第131号 動物園条例の一部改正

・議第132号 西京極総合運動公園条例の一部改正

・議第133号 横大路運動公園条例の一部改正

・議第134号 宝が池公園運動施設条例の一部改正

・議第135号 体育館条例の一部改正

・議第136号 地域体育館条例の一部改正

・議第137号 武道センター条例の一部改正

・議第138号 市民スポーツ会館条例の一部改正
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・議第139号 市民活動センター条例の一部改正

・議第140号 男女共同参画センター条例の一部改正

・議第141号 青少年活動センター条例の一部改正

・議第142号 都市公園条例の一部改正

・議第174号 南部クリーンセンター第二工場（仮称）新設工事請負契約の締結

・議第179号 体育館改修工事請負契約の変更

2 請願審査

⑴ 採択 2件 

・請願第152号，153号 公衆トイレの設置

3 報告事項

・「京都市エネルギー政策推進のための戦略」の策定状況について

・「京都市美術館将来構想」の検討状況について

・“京都をつなぐ無形文化遺産”「京の食文化－大切にしたい心，受け継ぎたい知

恵と味」の選定について

4 一般質問

・クリーンセンターの送迎バスの発車時刻と勤務終了時刻について

・実効性のある生物多様性プランの策定について

・容器包装等減量化及びゴミ減量化の取組について

・京都環境賞の改善策について

・ごみ収集業務における事故防止の取組について

・繁華街における客引き行為の防止に向けた取組について

くらし環境委員会

会議の日時 10月25日（金） 開会 午後5時23分 散会 午後5時25分

会議の内容 1 付託議案審査 21件（討論結了）

⑴ 会派の検討結果 

自民，民主，公明，無（清水）：全て賛成

共産：全て賛成。議第174号に1個の付帯決議を付す。

 ⑵ 審査結果 

ｱ 表決の結果，全会一致により全て可決することに決定する。

ｲ 付帯決議の取りまとめは，正副議長と各会派の代表に一任し，調整の結

果，付帯決議を付さないことに決定する。

教育福祉委員会

会議の日時 8月7日（水） 開会 午前10時03分 散会 午後1時00分

会議の内容 1 新任理事者紹介

2 報告事項

・市立養徳小学校プール事故第三者調査委員会の設置について
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3 一般質問

・学童う歯対策事業について

・学校図書館の運営支援員の配置及び子どもの読書量の把握について

・利用者ニーズに基づく図書館の利便性向上（開館時間等の見直し）について

・生活保護基準見直しによる就学援助等への影響について

・山間部等における学校の統廃合及び休校について

・過疎地における教育の在り方について

・小中学校ごとに異なる長期休暇の始期及び終期について

・生活保護基準の見直しによる本市の福祉施策等への影響について

・子ども・子育て会議の市民公募委員の選定について

・子ども・子育て新システム関連３法を踏まえた待機児童の解消について

・聴覚障害者用磁気誘導ループについて

・洛西ふれあいの里の保養研修センターの跡地活用について

・敬老乗車証制度の今後の在り方に関する市民意見募集について

・平成24年度介護報酬改定による影響について

4 要求資料

・長期休業期間の始期・終期について（平成25年度）

・特別教室における冷房器具の設置状況について（平成25年5月1日時点）

・世帯構成及び収入充当額の変更がないにも関わらず平成25年8月1日付けで保

護廃止となった世帯について

・みやこユニバーサルデザイン推進主任連絡会議における聴覚障害者用磁気誘

導ループの周知内容について

・平成24年3月と平成25年4月の訪問介護（生活援助）の報酬区分別件数

教育福祉委員会

会議の日時 9月11日（水） 開会 午前10時02分 散会 午後3時00分

会議の内容 1 請願審査

採択 1件

・請願158号 保育園建設の指導等（中京区橋本町）

2 報告事項

・「京都市民営保育園耐震化計画」の策定について

・「京都市新型インフルエンザ等対策行動計画」の策定について

・教職員の処分発令について

3 一般質問

・マッサージ等の法定外医療類似行為への対応について

・子ども医療費助成制度の周知方法及び償還払いの手続について

・生活保護受給者のエアコン設置について

・地域包括支援センターにおける配置基準及び収支バランスについて

・リハビリテーション行政の今後の在り方について

・敬老乗車証の応益負担化により見込まれる影響について
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・敬老乗車証の在り方検討専門分科会の付言について

・民間福祉施設の耐震化について

・福祉事務所の窓口の安全対策について

・公立学校施設の非構造部材耐震化対策について

・学力テストにおいて自治体判断を委ねられた学校別成績公表について

・学校の特別教室の冷房化について

・教育委員会としての熱中症対策について

4 要求資料

・国における民営保育園の耐震改修に係る助成制度について

・吊り天井を有する学校種ごとの棟数内訳について

・学校における熱中症発生状況について

教育福祉委員会

会議の日時 10月21日（月） 開会 午前10時02分 散会 午後7時28分

会議の内容 1 付託議案審査 20件

・議第144号 社会福祉審議会条例の一部改正

・議第145号 子ども・子育て会議条例の一部改正

・議第146号 児童福祉センター条例の一部改正

・議第147号 児童館及び学童保育所条例の一部改正

・議第148号 長寿すこやかセンター条例の一部改正

・議第149号 福祉ボランティアセンター条例の一部改正

・議第150号 国民健康保険条例の一部改正

・議第151号 介護保険条例の一部改正

・議第152号 後期高齢者医療に関する条例の一部改正

・議第153号 保健所条例の一部改正

・議第154号 深草墓園条例の一部改正

・議第155号 市営墓地条例の一部改正

・議第168号 青少年科学センター条例の一部改正

・議第169号 野外活動施設花背山の家条例の一部改正

・議第170号 野外活動施設京北山国の家条例の一部改正

・議第171号 学校歴史博物館条例の一部改正

・議第172号 子育て支援総合センターこどもみらい館条例の一部改正

・議第173号 教育相談総合センター条例の一部改正

・議第177号 市立開睛小学校及び市立開睛中学校六原学舎新築工事請負契

約の締結

・議第178号 市立凌風小学校及び市立凌風中学校敷地整備工事請負契約の締結

2 請願審査

継続審査 14件

3 陳情審査

・陳情第72号 全員制の中学校給食の実施
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4 報告事項

・京都福祉サービス協会職員の逮捕について

・京都市学童保育所管理委員会嘱託職員の逮捕について

・「京都市におけるリハビリテーション行政の基本方針」の策定について

・「敬老乗車証制度の今後の在り方に関する基本的な考え方」の策定について

・情緒障害児短期治療施設「青葉寮」移転再整備事業を実施する候補となる法人

の選定について

・教職員の処分発令について

5 一般質問

・中京区における保育園建設の指導状況について

・昼間里親の処遇改善について

・高齢者のインフルエンザの予防接種について

・本市で生活保護費の横領が起こらないためのチェック体制について

・ごみ屋敷住人の身内調査及び住人へのサポートについて

・京都府がん総合相談支援センターとの連携について

・市営保育所移管先選定等委員会の位置付けについて

・西京区桂坂学区の保育所用地の売却について

6 要求資料

・生活保護受給世帯及び中国残留邦人等支援給付受給世帯に係る世帯数及び人

員数の推移について

・放課後ほっと広場について

・民営バス敬老乗車証の適用拡大要望地域の例

・敬老乗車証制度に係る平成32年度事業費（推計値）の根拠

・家庭的保育事業における現行の制度と検討されている制度の比較について

教育福祉委員会

会議の日時 10月25日（金） 開会 午後5時23分 散会 午後5時27分

会議の内容 1 付託議案審査 20件（討論結了）

⑴ 会派の検討結果 

自民，民主，公明，京都，無（森川）：全て賛成

共産：議第150号～152号は反対，その他の議案は賛成

⑵ 審査結果 

表決の結果，議第150号～152号は挙手多数，その他の議案17件は全会一致に

より全て可決することに決定する。

まちづくり委員会

会議の日時 8月8日（木） 開会 午前10時02分 散会 午後0時33分

会議の内容 1 請願審査

取下げ 1件
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・請願第159号 界わい景観整備地区の歴史的景観の保全

2 一般質問

・焼却灰溶融施設について（契約解除に至った経緯及び公共建築部としての関

わりと見解，今後のために本市の技術力を向上させる必要性）

・都市計画公園・緑地及び土地区画整理事業予定地の都市計画の見直しについ

て

・集中豪雨対策に対する課題認識について

・イズミヤ堀川丸太町店の車両出入口がコミュニティ道路に設置されることと

本市のまちづくりの指針との整合性について

・東日本大震災の被災者等に対する応急仮設住宅施設の在り方について

・道路標識の改善及び新設について（師団街道における課題，高齢者等が歩道

で自転車の通行できる旨を明示した道路標識の設置）

・市内トンネルの点検について

・緑の基本計画と都市計画公園の計画の廃止との整合性について

・集中豪雨時における建設局の体制等について

・河川についての治水安全度及び都市基盤河川の治水対策について

3 要求資料

・市営住宅への東日本大震災被災者受入に係る災害救助費求償済額について

・東日本大震災の被災県における災害公営住宅の供給状況について

まちづくり委員会

会議の日時 9月12日（木） 開会 午前10時02分 散会 午後3時52分

会議の内容 1 報告事項

・「京都市空き家の活用，適正管理等に関する条例（仮称）骨子案」に関する市

民意見募集の結果について

・梅小路公園再整備の進ちょく状況について

2 一般質問

・違反屋外広告物における違反の度合いに応じたメリハリのある指導及び費用負

担のない是正方法等の助言の必要性について

・違反屋外広告物の是正費用に対する融資制度の利用状況について

・梨木神社敷地内のマンション建設計画への対応について

・イズミヤ堀川丸太町店における車両出入口のコミュニティ道路への設置及び

隔地駐車場について

・向島学生センター及び向島セミナーハウスの有効活用について

・向島ニュータウンの今後の在り方について

・バス・鉄道乗換アプリの更なる充実について

・阪急西院駅のバリアフリー化の今後の進め方について

・吊り天井の落下防止対策について

・耐震改修促進計画の進捗状況について

・耐震診断士派遣事業の実績について
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・空き家の適正管理について（道路に張り出した樹木への対応）

・烏丸通の丸太町御池通間における自転車通行表示区間の駐停車車両への対策

強化の必要性及び路側帯の横に設けた狭い自転車通行帯の危険性について

・安全な歩道環境整備の必要性について

3 要求資料

・屋外広告物適正化の状況について（平成25年8月現在）

・平成23年8月の耐震改修促進計画の見直し時点における耐震化の状況について

まちづくり委員会

会議の日時 10月22日（火） 開会 午前10時02分 散会 午後7時25分

会議の内容 1 付託議案審査 15件

・議第156号 地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の一部改

正

・議第157号 伝統的な木造建築物の保存及び活用に関する条例の一部改正

・議第158号 景観・まちづくりセンター条例の一部改正

・議第159号 市営住宅条例の一部改正

・議第160号 梅小路公園条例の一部改正

・議第161号 道路附属物自動車駐車場条例の一部改正

・議第162号 道路附属物自転車等駐車場条例の一部改正

・議第163号 観光駐車場条例の一部改正

・議第164号 駐車場条例の一部改正

・議第165号 自転車等駐車場条例の一部改正

・議第175号 西野山市営住宅改修工事請負契約の締結

・議第176号 鈴塚市営住宅増築工事請負契約の締結

・議第180号 市道路線の認定

・議第181号 市道路線の廃止

・議第182号 訴えの提起

2 請願審査

継続審査 1件

3 報告事項

・京都市駐車場条例の改正案に関する市民意見募集について

・歴史都市京都の町並みを継承しつつ，細街路の安全を確保し，建替え等を可

能とする新たな制度に関する市民意見募集について

・京都市建築基準条例の改正に関する市民意見募集について

・京都市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全及び形成に関する条例施

行規則の改正に関する市民意見募集について

・都市計画公園及び土地区画整理事業予定地の都市計画変更原案に関する意見

募集結果等について

・小栗栖排水機場周辺における浸水被害について

4 一般質問
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・梨木神社におけるマンション建設及び御所周辺の都市計画の在り方について

・空き家対策における専門家によるコンサルタント体制の導入の検討及び相続登

記の推進について

・落橋した京北町の鳴滝橋について

・現業職員削減の見直しについて

5 要求資料

・小栗栖排水機場の契約状況について

・委託契約書について

まちづくり委員会

会議の日時 10月25日（金） 開会 午後5時30分 散会 午後5時34分

会議の内容 1 付託議案審査 15件（討論結了）

 ⑴ 会派の検討結果 

全会派：全て賛成

 ⑵ 審査結果 

表決の結果，全会一致により全て可決することに決定する。

交通水道消防委員会

会議の日時 9月13日（金） 開会 午前10時02分 散会 午前11時53分

会議の内容 1 報告事項

・京都市上下水道事業経営審議委員会について

・応急給水用仮設給水栓の公共施設への配備について

・「京（みやこ）の水道管おそうじプロジェクト」による水道管洗浄作業の実施

について

2 一般質問

・可動式ホーム柵設置の進捗状況，費用及び設置後の安全対策について

・福知山市花火大会事故発生に伴う対応について

・イベント会場での安全性の確保及び各露店への指導について

3 要求資料

・可動式ホーム柵設置における福岡市との費用比較について

交通水道消防委員会

会議の日時 10月22日（火） 開会 午前10時02分 散会 午後2時46分

会議の内容 1 付託議案審査 2件

・議第166号 火災予防条例の一部改正

・議第167号 高速鉄道北山駅自転車駐車場の利用料金に関する条例の一部改正

2 報告事項

・福岡県福岡市の診療所火災発生に伴う緊急査察の結果について

・台風18号の影響による地下鉄東西線の一部運休について
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・平成26年3月実施の市バス新運転計画について

・営業所の再編成に伴う管理の受委託の受託者選定について

・市バス事業の中期収支見通しについて

3 一般質問

・走行中の地下鉄車内での携帯電話の通信環境整備について

・市バスのアイドリングストップによるセルモーターへの影響及びセルモーター

の故障による路上故障の件数について

・ハート・プラスマークの周知及び保健福祉局との連携について

4 要求資料

・台風18号の影響による地下鉄東西線の一部運休に係る被害額について

・平成26年3月の市バス新運転計画実施による一日当たりの増客見込み数につい

て

・平成26年3月実施の市バス新運転計画における走行キロ（見込み)について

・管理の受委託の受託者の選定基準及び採点結果について

・セルモーターの不具合による市バス路上故障件数について

交通水道消防委員会

会議の日時 10月25日（金） 開会 午後5時34分 散会 午後5時36分

会議の内容

1 付託議案審査 2件（討論結了）

⑴ 会派の検討結果 

全会派：全て賛成

 ⑵ 審査結果 

表決の結果，全会一致により全て可決することに決定する。
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予算特別委員会

会議の日時 9月24日（火） 開会 午前11時14分 散会 午前11時15分

会議の内容 1 正副委員長の互選

委 員 長 山 本 恵 一 委員

副委員長 西 村 義 直 委員

西 村 善 美 委員

宮 本 徹 委員

国 本 友 利 委員

寺 田 一 博 委員

佐々木 たかし 委員

2 分科会の設置

別記10のとおり3個の分科会を設置することを決定する。

3 分科会委員の選任

別記11のとおり選任することを決定する。

4 審査日程

審査日程案（別記12）のとおりとする。

予算特別委員会第１分科会・第２分科会・第３分科会合同分科会

会議の日時 9月24日（火） 開会 午前11時15分 散会 午前11時17分

会議の内容 1 正副主査の互選

第1分科会 主 査 宮 本 徹 副委員長

副主査 寺 田 一 博 副委員長

第2分科会 主 査 西 村 義 直 副委員長

副主査 国 本 友 利 副委員長

第3分科会 主 査 西 村 善 美 副委員長

副主査 佐々木 たかし 副委員長

2 審査日程

審査日程案（別記12）のとおりとする。

予算特別委員会第１分科会

会議の日時 9月25日（水） 開会 午前10時03分 散会 午後4時47分

会議の内容 1 付託議案審査（環境政策局，行財政局，文化市民局，産業観光局質疑）

・議第117号 25年度一般会計補正予算 ほか2件

予算特別委員会第２分科会

会議の日時 9月25日（水） 開会 午前10時01分 散会 午後3時15分

■ 予算・決算特別委員会
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会議の内容 1 付託議案審査（保健福祉局，都市計画局，建設局質疑）

・議第117号 25年度一般会計補正予算 ほか2件

2 要求資料

・京都広河原美山線（二ノ瀬バイパス）トンネル工事に係る工法の変更ついて

・梅小路公園における軽飲食店舗工事に係る本市とカフェ運営事業者との工事区

分について

予算特別委員会第３分科会

会議の日時 9月25日（水） 開会 午前10時03分 散会 午前11時06分

会議の内容 1 付託議案審査（上下水道局質疑）

・議第117号 25年度一般会計補正予算 ほか2件

予算特別委員会

会議の日時 9月27日（金） 開会 午後2時02分 散会 午後2時06分

会議の内容 1 付託議案審査 3件（討論結了）

 ⑴ 会派の検討結果 

自民：全て賛成。議第117号に1個の付帯決議を付す。

共産，民主，公明，京都，無，無：全て賛成

 ⑵ 審査結果 

ｱ 表決の結果，議第117号ほか2件は全会一致により可決することに決定する。

ｲ 付帯決議の取りまとめは，正副委員長と各会派の代表に一任し，調整の結

果，議第117号に1個の付帯決議を付すことに決定する。

決算特別委員会

会議の日時 9月30日（月） 開会 午前10時44分 散会 午前10時47分

会議の内容 1 正副委員長の互選

委 員 長 山 本 恵 一 委員

副委員長 西 村 義 直 委員

西 村 善 美 委員

宮 本 徹 委員

国 本 友 利 委員

寺 田 一 博 委員

佐々木 たかし 委員

2 分科会の設置

別記13のとおり3個の分科会を設置することを決定する。

3 分科会委員の選任

別記14のとおり選任することを決定する。

4 審査日程

審査日程案（別記15）のとおりとする。

5 総括質疑の直接傍聴
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10月17日及び18日の総括質疑の直接傍聴を許可することに決定する。

決算特別委員会第１分科会・第２分科会・第３分科会合同分科会

会議の日時 9月30日（月） 開会 午前10時48分 散会 午前10時49分

会議の内容 1 正副主査の互選

第1分科会 主 査 宮 本 徹 副委員長

副主査 寺 田 一 博 副委員長

第2分科会 主 査 西 村 義 直 副委員長

副主査 国 本 友 利 副委員長

第3分科会 主 査 西 村 善 美 副委員長

副主査 佐々木 たかし 副委員長

2 審査日程

審査日程案（別記15）のとおりとする。

予算特別委員会

会議の日時 9月30日（月） 開会 午前10時49分 散会 午前10時51分

会議の内容 1 審査日程

審査日程案（別記16）のとおりとする。

予算特別委員会第１分科会

会議の日時 9月30日（月） 開会 午前11時02分 散会 午後4時40分

会議の内容 1 付託議案審査（環境政策局，行財政局，文化市民局，産業観光局質疑）

・議第184号 25年度一般会計補正予算 ほか3件

予算特別委員会第２分科会

会議の日時 9月30日（月） 開会 午前11時04分 散会 午後4時25分

会議の内容 1 付託議案審査（保健福祉局，建設局質疑）

・議第184号 25年度一般会計補正予算 ほか3件

2 要求資料

・京都府における地域再建被災者住宅等支援補助金の比較

・9月補正予算（追加提案）の概要について

予算特別委員会第３分科会

会議の日時 9月30日（月） 開会 午前11時05分 散会 午後3時37分

会議の内容 1 付託議案審査（消防局，上下水道局質疑）

・議第184号 25年度一般会計補正予算 ほか3件

予算特別委員会

会議の日時 10月1日（火） 開会 午後6時45分 散会 午後6時53分

会議の内容 1 付託議案審査 4件（討論結了）
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 ⑴ 修正案の提出 

委員長から，議第184号及び185号については全会派から共同で，修正案が提

出されているとの報告があった。

 ⑵ 会派の検討結果 

全会派：議第184号及び185号の修正案，議第184号及び185号の修正部分を除

く原案並びにその他の2件について賛成

 ⑶ 審査結果 

表決の結果，議第184号及び185号の修正案，議第184号及び185号の修正部分

を除く原案は全会一致，その他の議案2件についても全会一致により可決するこ

とに決定する。

決算特別委員会

会議の日時 10月3日（木） 開会 午前10時03分 散会 午後3時14分

会議の内容 1 付託決算審査（書類調査）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算

・報第2号 24年度母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳出決算

・報第3号 24年度国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

・報第4号 24年度介護保険事業特別会計歳入歳出決算

・報第5号 24年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

・報第6号 24年度地域水道特別会計歳入歳出決算

・報第7号 24年度京北地域水道特別会計歳入歳出決算

・報第8号 24年度特定環境保全公共下水道特別会計歳入歳出決算

・報第9号 24年度中央卸売市場第一市場特別会計歳入歳出決算

・報第10号 24年度中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計歳入歳出決算

・報第11号 24年度農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算

・報第12号 24年度雇用対策事業特別会計歳入歳出決算

・報第13号 24年度土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算

・報第14号 24年度駐車場事業特別会計歳入歳出決算

・報第15号 24年度土地取得特別会計歳入歳出決算

・報第16号 24年度基金特別会計歳入歳出決算

・報第17号 24年度市公債特別会計歳入歳出決算

・報第18号 24年度市立病院機構病院事業債特別会計歳入歳出決算

・報第19号 24年度水道事業特別会計決算

・報第20号 24年度公共下水道事業特別会計決算

・報第21号 24年度自動車運送事業特別会計決算

・報第22号 24年度高速鉄道事業特別会計決算

・議第183号 24年度公共下水道事業特別会計未処分利益剰余金の処分

決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月4月（金） 開会 午前10時03分 散会 午後6時15分
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会議の内容 1 付託決算審査（選挙管理委員会事務局，監査事務局，人事委員会事務局，行財政

局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・地方交付税における法定率分の推移（平成16年度～平成25年度）について

・将来負担比率の算定において臨時財政対策債に係る基準財政需要額算入見込額

等を控除しない場合の数値について

決算特別委員会第２分科会

会議の日時 10月4日（金） 開会 午前10時03分 散会 午後5時12分

会議の内容 1 付託決算審査（保健福祉局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・平成24年度プール制における加算ポイント取得状況（行政区ごと）

・市内民間保育園の保育士の給与等の推移

決算特別委員会第３分科会

会議の日時 10月4日（金） 開会 午前10時03分 散会 午後5時19分

会議の内容 1 付託決算審査（消防局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・消防車両等更新計画（平成25年度～平成35年度）

・台風18号に係る消防局の態勢強化の状況（時系列）

・救急出動から病院収容までの平均所要時間（政令市比較）

・消防体制の政令市比較

決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月7日（月） 開会 午前10時02分 散会 午後5時48分

会議の内容 1 付託決算審査（会計室，行財政局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・市税条例施行規則第4条の5第1号から第6号までに規定する固定資産税の課税免

除対象について（平成24年度決算ベース）

決算特別委員会第２分科会

会議の日時 10月7日（月） 開会 午前10時03分 散会 午後5時48分

会議の内容 1 付託決算審査（保健福祉局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

決算特別委員会第３分科会
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会議の日時 10月7日（月） 開会 午前10時03分 散会 午後5時01分

会議の内容 1 付託決算審査（交通局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月8日（火） 開会 午前10時03分 散会 午後5時16分

会議の内容 1 付託決算審査（市会事務局，総合企画局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

決算特別委員会第２分科会

会議の日時 10月8日（火） 開会 午前10時02分 散会 午後5時34分

会議の内容 1 付託決算審査（教育委員会質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・平成25年度全国学力・学習状況調査における本市の結果について

・小・中学校における養護教諭の複数配置について

決算特別委員会第３分科会

会議の日時 10月8日（火） 開会 午前10時04分 散会 午後5時05分

会議の内容 1 付託決算審査（交通局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月9日（水） 開会 午前10時02分 散会 午後6時55分

会議の内容 1 付託決算審査（産業観光局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・ＢＳＥ関係標準作業手順書の提出について

・（仮称）イオンモール京都桂川の出店計画に係る設置者への本市要望について

・（仮称）イオンモール京都桂川近隣の商店街との協議内容について

決算特別委員会第２分科会

会議の日時 10月9日（水） 開会 午前10時02分 散会 午後5時14分

会議の内容 1 付託決算審査（都市計画局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・市営住宅の空き家の状況（団地別）について（平成25年7月1日現在）

・市内のパチンコ店で住居地域に敷地の2方が面し，幅員9メートル以下の道路に

接している事例等について
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決算特別委員会第３分科会

会議の日時 10月9日（水） 開会 午前10時03分 散会 午後5時19分

会議の内容 1 付託決算審査（上下水道局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・雨水幹線の現状と今後の整備予定

・雨水幹線の工事内容及び効果について

決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月10日（木） 開会 午前10時02分 散会 午後5時59分

会議の内容 1 付託決算審査（環境政策局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・環境共生市民協働事業基金について

・資源物の持去り行為への対応に関する手引

決算特別委員会第２分科会

会議の日時 10月10日（木） 開会 午前10時02分 散会 午後5時57分

会議の内容 1 付託決算審査（建設局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・雨に強いまちづくりの取組内容について

・排水機場に係る業務委託について

3 特記事項

質疑中に平成25年京都市事務報告書の誤りが発見されたため，理事者から当該

資料の訂正を行う旨の申出があった。

決算特別委員会第３分科会

会議の日時 10月10日（木） 開会 午前10時02分 散会 午後5時15分

会議の内容 1 付託決算審査（上下水道局質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・災害用マンホールトイレの設置箇所について

・応急給水所仮設給水栓の配備箇所について

・福祉事務所との連携及び研修等の実績について（過去5年間）

決算特別委員会第１分科会

会議の日時 10月11日（金） 開会 午前10時03分 散会 午後6時07分

会議の内容 1 付託決算審査（文化市民局質疑）
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・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 要求資料

・路上喫煙等に係る過料の平成24年度決算額について（路上喫煙等禁止区域別）

・いきいき市民活動センター指定管理者及び平成24年度の市民活動活性化事業に

ついて

決算特別委員会

会議の日時 10月17日（木） 開会 午前10時03分 散会 午後6時21分

会議の内容 1 付託決算審査（総括質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 特記事項

上下水道局関係を除いて質疑を行った。

決算特別委員会

会議の日時 10月18日（金） 開会 午前10時03分 散会 午後6時23分

会議の内容 1 付託決算審査（総括質疑）

・報第1号 24年度一般会計歳入歳出決算 ほか22件

2 特記事項

交通局関係を除いて質疑を行った。

決算特別委員会

会議の日時 10月25日（金） 開会 午後6時12分 散会 午後6時17分

会議の内容 1 付託議案審査 23件（討論結了）

 ⑴ 会派の検討結果 

自民：報第1号～22号は全て認定。報第19号に1個の意見を付す。議第183号

は賛成。

共産：報第1号，3号～5号，14号及び21号は認定せず，その他の決算は全て

認定。議第183号は賛成。

民主，公明，京都，無，無：報第1号～22号は全て認定。議第183号は賛成。

⑵ 審査結果 

ｱ 表決の結果，報第1号，3号～5号，14号及び21号は起立多数，その他の決算16

件は全会一致により認定し，議第183号は全会一致により可決することに決定す

る。

ｲ 付す意見の取りまとめについては，正副委員長と各会派の代表者に一任し，

調整の結果，報第19号に1個の意見を付すことに決定する。
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（別記10）

予算特別委員会の分科会

（委員会要綱３及び４による）

分科会 所 管

第１分科会 環境政策局，行財政局，総合企画局，文化市民局，産業

観光局，会計管理者，選挙管理委員会，人事委員会，監

査委員及び市会事務局の所管に属する事項並びに第２分

科会及び第３分科会の所管に属しない事項

第２分科会 保健福祉局，都市計画局，建設局及び教育委員会の所管

に属する事項

第３分科会 消防局，交通局及び上下水道局の所管に属する事項
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（別記11）

予算特別委員会第１分科会委員

小 林 正 明 議員 田 中 明 秀 議員 津 田 大 三 議員

寺 田 一 博 議員 富 きくお 議員 橋 村 芳 和 議員

椋 田 隆 知 議員 井 坂 博 文 議員 井 上 けんじ 議員

とがし 豊 議員 西 野 さち子 議員 宮 田 えりこ 議員

天 方 浩 之 議員 今 枝 徳 蔵 議員 片 桐 直 哉 議員

鈴 木 マサホ 議員 宮 本 徹 議員 大 道 義 知 議員

ひおき 文 章 議員 平 山 よしかず議員  田 孝 雄 議員

中 島 拓 哉 議員 村 山 祥 栄 議員

以上 23 名

予算特別委員会第２分科会委員

井 上 与一郎 議員 内 海 貴 夫 議員 香 川 佐代子 議員

しまもと京 司 議員 中 川 一 雄 議員 中 村 三之助 議員

西 村 義 直 議員  井 あきら 議員 岩 橋 ちよみ 議員

加 藤 あ い 議員 くらた 共 子 議員 玉 本 なるみ 議員

樋 口 英 明 議員 青 木 よしか 議員 中 野 洋 一 議員

松 下 真 蔵 議員 安 井 つとむ 議員 青 野 仁 志 議員

井 上 教 子 議員 国 本 友 利 議員 曽 我 修 議員

江 村 理 紗 議員 清 水 ゆう子 議員

以上 23 名

予算特別委員会第３分科会委員

大 西 均 議員 加 藤 盛 司 議員 桜 井 泰 広 議員

繁  夫 議員 下 村 あきら 議員 髙 橋 泰一朗 議員

山 元 あ き 議員 山 本 恵 一 議員 河 合 ようこ 議員

北 山 ただお 議員 西 村 善 美 議員 山 中 渡 議員

隠 塚 功 議員 小 林 あきろう議員 山 岸 たかゆき議員

山 本 ひろふみ議員 久 保 勝 信 議員 谷 口 弘 昌 議員

津 田 早 苗 議員 湯 浅 光 彦 議員 佐々木 たかし 議員

森 川 央 議員

以上 22 名



- 58 -

（別記12）

月 日 参 考

９月２５日（水） 第１分科会 第２分科会 第３分科会

局 別 質 疑 局 別 質 疑 局 別 質 疑

２６日（木） 分科会審査内容報告作成配布 （議員会）

２７日（金） 委員会(討論結了） 議 運

２８日（土）

２９日（日）

３０日（月） 委員長報告 本会議

※ ９月２５日（水）の各分科会の局別質疑の対象局及び質疑順

第１分科会 環境政策局，行財政局，文化市民局，産業観光局

第２分科会 保健福祉局，都市計画局，建設局

第３分科会 上下水道局

予算特別委員会審査日程（案）

（理事会）

日 程
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（別記13）

決算特別委員会の分科会

（委員会要綱３及び４による）

分科会 所 管

第１分科会 環境政策局，行財政局，総合企画局，文化市民局，産業観光局，会計

管理者，選挙管理委員会，人事委員会，監査委員及び市会事務局の所

管に属する事項並びに第２分科会及び第３分科会の所管に属しない事

項

第２分科会 保健福祉局，都市計画局，建設局及び教育委員会の所管に属する事項

第３分科会 消防局，交通局及び上下水道局の所管に属する事項
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（別記14）

決算特別委員会第１分科会委員

小 林 正 明 議員 田 中 明 秀 議員 津 田 大 三 議員

寺 田 一 博 議員 富 きくお 議員 橋 村 芳 和 議員

椋 田 隆 知 議員 井 坂 博 文 議員 井 上 けんじ 議員

とがし 豊 議員 西 野 さち子 議員 宮 田 えりこ 議員

天 方 浩 之 議員 今 枝 徳 蔵 議員 片 桐 直 哉 議員

鈴 木 マサホ 議員 宮 本 徹 議員 大 道 義 知 議員

ひおき 文 章 議員 平 山 よしかず議員  田 孝 雄 議員

中 島 拓 哉 議員 村 山 祥 栄 議員

以上 23 名

決算特別委員会第２分科会委員

井 上 与一郎 議員 内 海 貴 夫 議員 香 川 佐代子 議員

島 本 京 司 議員 中 川 一 雄 議員 中 村 三之助 議員

西 村 義 直 議員  井 あきら 議員 岩 橋 ちよみ 議員

加 藤 あ い 議員 くらた 共 子 議員 玉 本 なるみ 議員

樋 口 英 明 議員 青 木 よしか 議員 中 野 洋 一 議員

松 下 真 蔵 議員 安 井 つとむ 議員 青 野 仁 志 議員

井 上 教 子 議員 国 本 友 利 議員 曽 我 修 議員

江 村 理 紗 議員 清 水 ゆう子 議員

以上 23 名

決算特別委員会第３分科会委員

大 西 均 議員 加 藤 盛 司 議員 桜 井 泰 広 議員

繁  夫 議員 下 村 あきら 議員 髙 橋 泰一朗 議員

山 元 あ き 議員 山 本 恵 一 議員 河 合 ようこ 議員

北 山 ただお 議員 西 村 善 美 議員 山 中 渡 議員

隠 塚 功 議員 小 林 あきろう議員 山 岸 たかゆき議員

山 本 ひろふみ議員 久 保 勝 信 議員 谷 口 弘 昌 議員

津 田 早 苗 議員 湯 浅 光 彦 議員 佐々木 たかし 議員

森 川 央 議員

以上 22 名
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（別記15）

参 考

１０月 1日 （火） 本会議

２日 （水） 本会議

３日 （木） 委員会（書類調査）

４日 （金） 第１分科会 第２分科会 第３分科会

選管･監査･
人事・行財政局

保健福祉局 消防局

５日 （土） －休日－

６日 （日） －休日－

７日 （月） 会計・行財政局 保健福祉局 交通局

８日 （火） 市会・総合企画局 教育委員会 交通局

９日 （水） 産業観光局 都市計画局 上下水道局

１０日 （木） 環境政策局 建設局 上下水道局

１１日 （金） 文化市民局 ― ―

１２日 （土） －休日－

１３日 （日） －休日－

１４日 （月祝） －休日－

１５日 （火） 自治記念日

１６日 （水）

１７日 （木）

１８日 （金）

１９日 （土） －休日－

２０日 （日） －休日－

２１日 （月）

２２日 （火） （理事会）

２３日 （水） (議員会）

２４日 （木） (議員会）

２５日 （金） 議運

２６日 （土） －休日－

２７日 （日） －休日－

２８日 （月） 本会議

決算特別委員会日程（案）

９月30日 本会議（月）

日 程月 日

委員会（正副委員長の互選，分科会の設置，日程の決定）

合同分科会（正副主査の互選，日程の決定）

委員会（総括質疑）

委員会（討論結了）

分科会審査内容報告作成配布

委員会（総括質疑）

委員長報告
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（別記16）

月 日 参 考

第１分科会 第２分科会 第３分科会

局 別 質 疑 局 別 質 疑 局 別 質 疑

10月 １日（火） 分科会審査内容報告作成配布，討論結了
本会議

（議員会）
議運

10月 ２日（水） 委員長報告 本会議

※ ９月３０日（月）の各分科会の局別質疑の対象局及び質疑順

第１分科会 環境政策局，行財政局，文化市民局，産業観光局

第２分科会 保健福祉局，建設局

第３分科会 消防局，上下水道局

予算特別委員会審査日程（案）

本会議
（理事会）

日 程

９月30日（月）
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■ 市会改革推進委員会

市会改革推進委員会

会議の日時 8月12日（月） 開会 午前10時02分 散会 午後2時12分

会議の内容 1 議員定数及び議員報酬について

・立命館大学 駒林良則教授からの意見聴取等

2 議会基本条例の制定について

市会改革推進委員会

会議の日時 9月4日（水） 開会 午後1時02分 散会 午後6時12分

会議の内容 1 議会定数及び議員報酬について

・京都府立大学 窪田好男准教授からの意見聴取等

・龍谷大学 土山希美枝准教授からの意見聴取等

2 議会基本条例の制定について

市会改革推進委員会

会議の日時 10月16日（水） 開会 午前10時02分 散会 午後1時55分

会議の内容 1 議会基本条例の制定について

2 議員定数及び議員報酬について

 ⑴ 要求資料 

・平成22年国勢調査（確定値）に基づく議員定数のシミュレーションについ

て

市会改革推進委員会

会議の日時 10月29日（火） 開会 午前10時01分 散会 午前11時08分

会議の内容 1 議会基本条例の制定について

2 議員定数及び議員報酬について
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常任委員会

フードパル熊本・西里とれたて市 福岡市役所会議室

■ 委員の派遣

経済総務委員会（他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項

8月26日(月)

～28日(水)

大 阪 市 ・新公会計制度について

熊 本 市 ・フードパル熊本・西里とれたて市（視察）

熊 本 県 ・中小企業振興条例について

福 岡 市
・福岡市国際会議場（視察）

・官民共同による天神地区エリアマネジメントについて

出 張 議 員

井上けんじ委員長（共），津田大三副委員長（自），

ひおき文章副委員長（公），小林正明委員（自），富きくお委員（自），

橋村芳和委員（自）（26日～27日），山本恵一委員（自），

井坂博文委員（共），とがし豊委員（共），今枝徳蔵委員（民），

片桐直哉委員（民），山岸たかゆき委員（民），平山よしかず委員（公），

村山祥栄委員（京）
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くらし環境委員会（実地視察）

視 察 日 視察先又は視察事項

8月6日（火） ・フェスティバルホール

フェスティバルホール
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札幌市役所会議室 秋田県立美術館

くらし環境委員会（他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項

8月19日(月)

～21日(水)

札 幌 市
・ごみ減量の取組について

・ごみ収集業務の課題について

旭 川 市 ・旭山動物園（視察）

秋 田 県 ・秋田県立美術館（視察）

出 張 議 員

天方浩之委員長（民），田中明秀副委員長（自），大道義知副委員長（公），

桜井泰広委員（自），寺田一博委員（自），椋田隆知委員（自），

西野さち子委員（共），山中渡委員（共），鈴木マサホ委員（民），

宮本徹委員（民），久保勝信委員（公），田孝雄委員（公），

清水ゆう子委員（無）
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教育福祉委員会（他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項

8月19日(月)

～21日(水)

神 戸 市 ・科学技術高等学校（視察）

青 森 県 ・動物愛護センター（視察）

函 館 市
・特別認定校について

・生涯学習と外国語教育について

出 張 議 員

中川一雄委員長（自），玉本なるみ副委員長（共），

松下真蔵副委員長（民），大西均委員（自），髙橋泰一朗委員（自），

中村三之助委員（自），井あきら委員（自），加藤あい委員（共），

河合ようこ委員（共），中野洋一委員（民），井上教子委員（公），

国本友利委員（公），佐々木たかし委員（京），森川央委員（無）

神戸市立科学技術高等学校 青森県動物愛護センター
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まちづくり委員会（他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項

8月21日(水)

～23日(金)

横 浜 市 ・耐火木造の大型商業施設「サウスウッド」（視察）

東 京 都
・ＪＲ東京駅周辺整備について

・東京都における帰宅困難者対策について

大 田 区 ・空き家等の適正管理に関する条例について

目 黒 区 ・大橋ＪＣＴ天空庭園（視察）

千 葉 市 ・ＩＣＴガバメント２．０（視察）

出 張 議 員

青野仁志委員長（公），島本京司副委員長（自），青木よしか副委員長（民），

井上与一郎委員（自），内海貴夫委員（自），香川佐代子委員（自），

加藤盛司委員（自），岩橋ちよみ委員（共），くらた共子委員（共），

樋口英明委員（共），曽我修委員（公），谷口弘昌委員（公），

江村理紗委員（京）

大田区議会 東京都庁会議室
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交通水道消防委員会（実地視察）

視 察 日 視察先又は視察事項

8月9日（金） ・九条営業所

九条営業所



- 70 -

兵庫県防災医療センター 熊本市水の科学館

交通水道消防委員会（他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項

8月27日(火)

～29日(木)

兵 庫 県 ・兵庫県防災医療センター（視察）

福 岡 市 ・地下鉄・可動柵の設置状況について

熊 本 市
・熊本市地下水利用事業の取組について

・熊本市電サイドリザベーションの取組について

出 張 議 員

下村あきら委員長（自），北山ただお副委員長（自），

中島拓哉副委員長（京），繁隆夫委員（自），西村義直委員（自），

山元あき委員（自），西村善美委員（共），隠塚功委員（民），

小林あきろう委員（民），山本ひろふみ委員（民），津田早苗委員（公），

湯浅光彦委員（公）
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市会改革推進委員会

三重県議会 宮城県議会

会津若松市議会

市会改革推進委員会（他都市調査）

調 査 日 調 査 先 調 査 事 項

10月30日(水)

～

11月1日（金）

三 重 県
・議会基本条例の運用状況について

・議会改革に関する取組について

宮 城 県
・議会基本条例の運用状況について

・議会改革に関する取組について

会津若松市
・議会基本条例の運用状況について

・議会改革に関する取組について

出 張 議 員

寺田一博委員長（自），加藤あい副委員長（共），

山本ひろふみ副委員長（民），湯浅光彦副委員長（公），

加藤盛司委員（自），田中明秀委員（自），津田大三委員（自），

富きくお委員（自），山本恵一委員（自），井あきら委員（自），

井坂博文委員（共），西村善美委員（共），樋口英明委員（共），

青木よしか委員（民），片桐直哉委員（民），鈴木マサホ委員（民），

青野仁志委員（公），平山よしかず委員（公），田孝雄委員（公），

江村理紗委員（京）
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■ 異動関連

1 関西広域連合の議会の議員の選挙

9月30日の本会議において，関西広域連合の議会の議員の選挙が行われ，曽我修議員

（公明）が選出された。
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■ 議案処理一覧

1 平成25年第5回市会（定例会）

(1) 議員提出議案

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

提 出

会派等

10.2 10.2 市会29 台風18号による豪雨災

害に関する意見書の提

出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 全会派

10.2 10.2 市会30 京都御苑周辺の環境保

全に関する決議につい

て

可決 ○ ○ × ○ ○ × × 自民

10.28 10.28 市会31 地方税財源の充実確保

に関する意見書の提出

について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 全会派

10.28 10.28 市会32 公共事業における国産

材の活用を求める意見

書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 全会派

10.28 10.28 市会33 鳥獣被害防止対策の充

実を求める意見書の提

出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 全会派

10.28 10.28 市会34 認定こども園の認定権

限等の移譲を求める意

見書の提出について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 自民，民主，

公 明 ,京 都 ，

無*1，無*2

10.28 10.28 市会35 地域の中小企業へ更な

る支援を求める意見書

の提出について

可決 ○ × ○ ○ ○ × × 自民，民主，

公明

10.28 10.28 市会36 福島原子力発電所の汚

染水対策の強化を求め

る意見書の提出につい

て

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 自 民 ， 公 明 ,

京都，無*2

10.28 10.28 市会37 福島第一原子力発電所

の汚染水対策の強化と

福島再生への取組を求

める意見書の提出につ

いて

否決 × ○ ○ × ○ ○ × 共産，民主，

無*1
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提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

提 出

会派等

10.28 10.28 市会38 若い世代が安心して就

労することができる環

境等の整備を求める意

見書の提出について

可決 ○ × × ○ ○ ○ ○ 自 民 ， 公 明 ,

無*1，無*2

10.28 10.28 市会39 新聞への消費税の軽減

税率の適用を求める意

見書の提出について

可決 ○ × × ○ × × × 自民，公明

10.28 10.28 市会40 高校授業料無償化制度

への所得制限の導入に

反対する意見書の提出

について

否決 × ○ ○ × × × × 共産，民主

10.28 10.28 市会41 一括交付金制度の復活

を求める意見書の提出

について

否決 × × ○ × ○ × ○ 民主，無*2

（○×は議案に対する各会派の態度。 ○＝賛成，×＝反対）

無*1＝無所属（清水ゆう子議員） 無*2＝無所属（森川央議員）

(2) 市長提出議案

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

付 帯

決議等

9.24 9.30 議117 平成25年度京都市一般

会計補正予算

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 付帯決議

9.24 9.30 議118 平成25年度京都市基金

特別会計補正予算

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 9.30 議119 平成25年度京都市水道

事業特別会計補正予算

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議120 京都市執行機関の附属

機関の設置等に関する

条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 付帯決議

9.24 10.28 議121 京都市職員の分限に関

する条例の一部を改正

する条例の制定につい

て

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 付帯決議

9.24 10.28 議122 京都市公の施設の指定 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 付帯決議



- 75 -

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

付 帯

決議等

管理者の指定の手続等

に関する条例の一部を

改正する条例の制定に

ついて

9.24 10.28 議123 京都市補助金等の交付

等に関する条例の一部

を改正する条例の制定

について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 付帯決議

9.24 10.28 議124 京都市個人市民税の控

除対象となる特定非営

利活動法人に対する寄

附金を定める条例の一

部を改正する条例の制

定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議125 京都市証明等手数料条

例の一部を改正する条

例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議126 京都市文化会館条例の

一部を改正する条例の

制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議127 京都市久世ふれあいセ

ンター条例の一部を改

正する条例の制定につ

いて

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議128 元離宮二条城条例の一

部を改正する条例の制

定について

可決 ○ ○ ○ ○ × ○ ○

9.24 10.28 議129 京都市無鄰菴及び岩倉

具視幽棲旧宅条例の一

部を改正する条例の制

定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議130 京都市美術館条例の一

部を改正する条例の制

定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議131 京都市動物園条例の一

部を改正する条例の制

定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

付 帯

決議等

9.24 10.28 議132 京都市西京極総合運動

公園条例の一部を改正

する条例の制定につい

て

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議133 京都市横大路運動公園

条例の一部を改正する

条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議134 京都市宝が池公園運動

施設条例の一部を改正

する条例の制定につい

て

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議135 京都市体育館条例の一

部を改正する条例の制

定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議136 京都市地域体育館条例

の一部を改正する条例

の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議137 京都市武道センター条

例の一部を改正する条

例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議138 京都市市民スポーツ会

館条例の一部を改正す

る条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議139 京都市市民活動センタ

ー条例の一部を改正す

る条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議140 京都市男女共同参画セ

ンター条例の一部を改

正する条例の制定につ

いて

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議141 京都市青少年活動セン

ター条例の一部を改正

する条例の制定につい

て

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議142 京都市都市公園条例の

一部を改正する条例の

制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

付 帯

決議等

9.24 10.28 議143 京都市勧業館条例の一

部を改正する条例の制

定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議144 京都市社会福祉審議会

条例の一部を改正する

条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議145 京都市子ども・子育て

会議条例の一部を改正

する条例の制定につい

て

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議146 京都市児童福祉センタ

ー条例の一部を改正す

る条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議147 京都市児童館及び学童

保育所条例の一部を改

正する条例の制定につ

いて

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議148 京都市長寿すこやかセ

ンター条例の一部を改

正する条例の制定につ

いて

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議149 京都市福祉ボランティ

アセンター条例の一部

を改正する条例の制定

について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議150 京都市国民健康保険条

例の一部を改正する条

例の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議151 京都市介護保険条例の

一部を改正する条例の

制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議152 京都市後期高齢者医療

に関する条例の一部を

改正する条例の制定に

ついて

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議153 京都市保健所条例の一

部を改正する条例の制

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

付 帯

決議等

定について

9.24 10.28 議154 京都市深草墓園条例の

一部を改正する条例の

制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議155 京都市市営墓地条例の

一部を改正する条例の

制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議156 京都市地区計画の区域

内における建築物等の

制限に関する条例の一

部を改正する条例の制

定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議157 京都市伝統的な木造建

築物の保存及び活用に

関する条例の一部を改

正する条例の制定につ

いて

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議158 京都市景観・まちづく

りセンター条例の一部

を改正する条例の制定

について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議159 京都市市営住宅条例の

一部を改正する条例の

制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議160 京都市梅小路公園条例

の一部を改正する条例

の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議161 京都市道路附属物自動

車駐車場条例の一部を

改正する条例の制定に

ついて

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議162 京都市道路附属物自転

車等駐車場条例の一部

を改正する条例の制定

について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議163 京都市観光駐車場条例

の一部を改正する条例

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

付 帯

決議等

の制定について

9.24 10.28 議164 京都市駐車場条例の一

部を改正する条例の制

定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議165 京都市自転車等駐車場

条例の一部を改正する

条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議166 京都市火災予防条例の

一部を改正する条例の

制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議167 京都市高速鉄道北山駅

自転車駐車場の利用料

金に関する条例の一部

を改正する条例の制定

について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議168 京都市青少年科学セン

ター条例の一部を改正

する条例の制定につい

て

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議169 京都市野外活動施設花

背山の家条例の一部を

改正する条例の制定に

ついて

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議170 京都市野外活動施設京

北山国の家条例の一部

を改正する条例の制定

について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議171 京都市学校歴史博物館

条例の一部を改正する

条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議172 京都市子育て支援総合

センターこどもみらい

館条例の一部を改正す

る条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議173 京都市教育相談総合セ

ンター条例の一部を改

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

付 帯

決議等

正する条例の制定につ

いて

9.24 10.28 議174 京都市南部クリーンセ

ン タ ー 第 二 工 場 （ 仮

称）新設工事請負契約

の締結について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議175 西野山市営住宅改修工

事請負契約の締結につ

いて

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議176 鈴塚市営住宅増築工事

請負契約の締結につい

て

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議177 京都市立開睛小学校及

び京都市立開睛中学校

六原学舎新築工事請負

契約の締結について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議178 京都市立凌風小学校及

び京都市立凌風中学校

敷地整備工事請負契約

の締結について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議179 京都市体育館改修工事

請負契約の変更につい

て

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議180 市道路線の認定につい

て

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議181 市道路線の廃止につい

て

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議182 訴えの提起について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 議183 平成24年度京都市公共

下水道事業特別会計未

処分利益剰余金の処分

について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.30 10.2 議184 平 成 25年 度

京 都 市 一 般

会 計 補 正 予

算

修正案 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

修正部分

を除く原

案

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.30 10.2 議185 平 成 25年 度 修正案 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

付 帯

決議等

京 都 市 基 金

特 別 会 計 補

正予算

修正部分

を除く原

案

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.30 10.2 議186 平成25年度京都市水道

事業特別会計補正予算

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.30 10.2 議187 平成25年度京都市公共

下水道事業特別会計補

正予算

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報1 平成24年度京都市一般

会計歳入歳出決算

認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報2 平成24年度京都市母子

寡婦福祉資金貸付事業

特別会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報3 平成24年度京都市国民

健康保険事業特別会計

歳入歳出決算

認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報4 平成24年度京都市介護

保険事業特別会計歳入

歳出決算

認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報5 平成24年度京都市後期

高齢者医療特別会計歳

入歳出決算

認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報6 平成24年度京都市地域

水道特別会計歳入歳出

決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報7 平成24年度京都市京北

地域水道特別会計歳入

歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報8 平成24年度京都市特定

環境保全公共下水道特

別会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報9 平成24年度京都市中央

卸売市場第一市場特別

会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報10 平成24年度京都市中央

卸売市場第二市場・と

畜場特別会計歳入歳出

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

付 帯

決議等

決算

9.24 10.28 報11 平成24年度京都市農業

集落排水事業特別会計

歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報12 平成24年度京都市雇用

対策事業特別会計歳入

歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報13 平成24年度京都市土地

区画整理事業特別会計

歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報14 平成24年度京都市駐車

場事業特別会計歳入歳

出決算

認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報15 平成24年度京都市土地

取得特別会計歳入歳出

決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報16 平成24年度京都市基金

特別会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報17 平成24年度京都市市公

債特別会計歳入歳出決

算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報18 平成24年度京都市立病

院機構病院事業債特別

会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報19 平成24年度京都市水道

事業特別会計決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 意見

9.24 10.28 報20 平成24年度京都市公共

下水道事業特別会計決

算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報21 平成24年度京都市自動

車運送事業特別会計決

算

認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.24 10.28 報22 平成24年度京都市高速

鉄道事業特別会計決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10.28 10.28 諮9 人権擁護委員の推薦に

ついて

可 と

認 め

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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提出

月日

議決

月日

議案

番号
件 名

審議

結果

自

民

共

産

民

主

公

明

京

都

無

*1

無

*2

付 帯

決議等

（辻 孝司） る

10.28 10.28 諮10 人権擁護委員の推薦に

ついて

（藤井 光）

可 と

認 め

る

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10.28 10.28 諮11 人権擁護委員の推薦に

ついて

（髙橋 肇子）

可 と

認 め

る

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10.28 10.28 諮12 人権擁護委員の推薦に

ついて

（竹迫 定）

可 と

認 め

る

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（○×は議案に対する各会派の態度。 ○＝賛成，×＝反対）

無*1＝無所属（清水ゆう子議員） 無*2＝無所属（森川央議員）
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議第117号に対する付帯決議

焼却灰溶融施設は，本市にとって唯一の最終処分場である東部山間埋立処分地を長期にわたり活

用していくため，技術的にも確立した有効な施設であるが，遺憾ながら住友重機械工業の技術力問

題により契約解除に至った。

よって今後は，市民に対し，しっかり説明責任を果たすことはもとより，住友重機械工業に対し

ては「本市に対して一切の負担を掛けないよう真摯に対処する」とした約束を履行させるように毅

然とした姿勢で対応するよう強く求める。

（賛成会派等）

自民，民主，公明，京都，無（清水），無（森川）

議第120号，議第121号，議第122号及び議第123号に対する付帯決議

京都市の要綱等により開催されている審議会等は199件と，他都市と比べても大変多い状況にあ

り，近年増加を続けている。

また，それぞれが要綱等により設置されているため，統一的な基準はなく，定員，任期，報酬額

等には大変な差異がある。これは，既に法律及び条例により設置されている既存の附属機関（80

件）も同様となっている。

今回提案の条例等により附属機関となる89件の審議会等は当然であるが，既に附属機関であるも

のはもちろんのこと，今後も要綱等により開催される審議会も含め早期に基準を設け，可能な限り

差異の解消を図るとともに，今後も更に精査し，整理を進め経費削減に努めること。

また，決算時において活動状況及び経費を議会に報告すること。

（賛成会派）

全会派

報19号に付す意見

有収率は前期の中期経営プランで24年度末の目標が87.4パーセントだったのに対し，86.7パーセ

ントと目標達成できなかった。これは，老朽管の更新や鉛製給水管の取替えの遅れによるものであ

る。

よって，平成25年度からの後期の中期経営プランにおいては，有収率の更なる向上を目指し，老

朽管の更新等，計画どおり着実に取り組むこと。

（賛成会派）

■ 付帯決議等
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全会派
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■ 意見書・決議

1 台風18号による豪雨災害に関する意見書

（10月2日可決，全会派共同提案）

2 京都御苑周辺の環境保全に関する決議

（10月2日可決，自民提案）

3 地方税財源の充実確保に関する意見書

（10月28日可決，全会派共同提案）

4 公共事業における国産材の活用を求める意見書

（10月28日可決，全会派共同提案）

5 鳥獣被害防止対策の充実を求める意見書

（10月28日可決，全会派共同提案）

6 認定こども園の認定権限等の移譲を求める意見書

（10月28日可決，自民，民主，公明，京都，無，無共同提案）

7 地域の中小企業へ更なる支援を求める意見書

（10月28日可決，自民，民主，公明共同提案）

8 福島原子力発電所の汚染水対策の強化を求める意見書

（10月28日可決，自民，公明，京都，無（森川）共同提案）

9 福島第一原子力発電所の汚染水対策の強化と福島再生への取組を求める意見書

（10月28日否決，共産，民主，無（清水）共同提案）
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10 若い世代が安心して就労することができる環境等の整備を求める意見書

（10月28日可決，自民，公明，無，無共同提案）

11 新聞への消費税の軽減税率の適用を求める意見書

（10月28日可決，自民，公明共同提案）

12 高校授業料無償化制度への所得制限の導入に反対する意見書

（10月28日否決，共産，民主共同提案）

13 一括交付金制度の復活を求める意見書

（10月28日否決，民主，無（森川）共同提案）
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市会議第２９号

台風１８号による豪雨災害に関する意見書の提出について

台風１８号による豪雨災害に関する意見書を次のとおり提出する。

平成２５年１０月２日提出

提出者 市 会 議 員 全 員

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，財務大臣，厚生労働大臣，

農林水産大臣，経済産業大臣，

国土交通大臣，

内閣府特命担当大臣（防災） 宛て

京 都 市 会 議 長 名

台風１８号による豪雨災害に関する意見書

９月１５日から１６日にかけて日本列島を襲った台風１８号により，我が国で初めて京都市

に大雨特別警報が発表され，約３０万人の市民に避難勧告・避難指示の発令を余儀なくされる

豪雨をもたらした。桂川や中小河川の氾濫によって建物が床上・床下浸水被害に遭うとともに，

土砂崩れ，農地の冠水，道路橋の落橋，地下鉄東西線の浸水など各所で大きな被害を受けた。

景勝地の嵐山においては，道路や建物の冠水による被害が発生したが，地元による懸命の復

旧作業もあって，一部の旅館や店舗を除いて観光を楽しんでいただけるまでに回復しているも

のの，風評被害による観光客の減少が懸念されている。

こうした中，京都市では，地域団体や災害ボランティア，関係機関との連携と協働により，

被災者の生活再建はもとより，公共土木施設の復旧，観光業や農林業の復興等に全力で取り組

んでいるところである。

よって国におかれては，一日も早い復旧・復興と共に，災害対策の充実・強化を図るため，

下記の事項について，緊急かつ特段の支援措置を講じられるよう強く要望する。

記

１ 被害を受けた被災者の生活再建に対する支援制度の柔軟かつ迅速な運用をすること。

２ 被災した社会福祉施設等が，サービス等の提供を安定的に再開できるよう，災害復旧に対

する整備助成制度を拡充し，柔軟かつ迅速に運用すること。

３ 風評による観光客離れを防ぐため，積極的な情報発信等の取組に対して財政支援を行うと

ともに，国においても国内外に広く情報発信を行うなど風評被害対策への支援を行うこと。

４ 被災した商店街の復興に活用できるよう，商店街向け補助事業の募集期間の延長をするこ

と。

５ 雇用調整助成金の給付条件を緩和し，被災した事業者も適用対象とするとともに，売上高

減少率の確認期間も短縮すること。
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６ 国庫補助対象外の応急復旧経費や，支援金・助成制度に係る財政負担軽減のため，特別交

付税による十分な支援を行うこと。

７ 公共土木施設災害復旧事業補助の要件緩和など柔軟な制度の運用と速やかな事業採択を

行うこと。

８ 農地，農業用施設，林道，森林等の災害復旧事業の早期採択を行うとともに，農林家負担

の軽減のため，国費補助率算定基準の緩和を行うこと。

９ 河川敷農地等の営農の早期再開に向け，更に迅速な対応をすること。

10 農林産物の被害に対する支援を行うこと。

11 冠水被害を受けた地下鉄東西線の復旧に要する費用について，鉄道災害復旧事業に対する

補助対象要件を緩和し対象経費を拡大するとともに，振替輸送費等に対する財政措置を行う

こと。

12 桂川流域の緊急対策として堆積土砂のしゅんせつなどの対策を実施するとともに，桂川等

全体の洪水対策を強力に推進すること。

13 帰宅困難者対策も含めた災害備蓄物資の充実，保管場所の整備など，防災対策を一層強力

かつ計画的に推進するために支援制度の拡充を行うこと。

14 要配慮者を対象とした「福祉避難所」について災害備蓄の支援制度や人的支援に対する補

助制度を創設すること。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３０号

京都御苑周辺の環境保全に関する決議について

京都御苑周辺の環境保全に関する決議を次のとおり提出する。

平成２５年１０月２日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか２２名

（自 民 党 市 議 団）

京都御苑周辺の環境保全に関する決議

今般，京都御苑東側の梨木神社敷地においてマンションの建築計画があることが明らかにな

り，京都市民に戸惑いが広がっている。

当該地は，大宮御所，京都迎賓館に隣接しており，文化首都として広く認知されている京都

にとってマンション建設にふさわしい土地とは言えない。しかしながら，法的に建設は可能で

ある中で計画が進んできているとのことである。一部の神社や寺院の維持管理が大変であると

いう状況は，京都市としても大きな問題として認識する必要がある一方で，多くの世界遺産が

存在する京都市は，厳しい景観政策を実施し，次世代に文化を受け継ぐことができるよう努力

を重ねているところである。

特に京都御苑近接の環境保全は，先人たちから京都市民が受け継いできたものである。

よって京都市は，マンション建設については計画の中止も含め事業者と十分協議を行い，解

決を図るべくあらゆる努力を行うこと。

以上，決議する。

年 月 日

京 都 市 会



- 91 -

市会議第３１号

地方税財源の充実確保に関する意見書の提出について

地方税財源の充実確保に関する意見書を次のとおり提出する。

平成２５年１０月２８日提出

提出者 市 会 議 員 全 員

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，財務大臣，

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 宛て

京 都 市 会 議 長 名

地方税財源の充実確保に関する意見書

地方財政は，社会保障関係費などの財政需要の増加や地方税収の低迷等により，厳しい状況

が続いている。こうした中，基礎自治体である市が，住民サービスやまちづくりを安定的に行

うためには，地方税財源の充実確保が不可欠である。

よって国におかれては，下記事項を実現されるよう強く要望する。

記

１ 地方交付税の増額による一般財源総額の確保について

⑴ 地方単独事業を含めた社会保障関係費の増など地方の財政需要を，地方財政計画に的確

に反映することにより，一般財源総額を確保すること。

 ⑵ 特に地方の固有財源である地方交付税については，本来の役割である財源保障機能・財

源調整機能が適切に発揮されるよう増額すること。

 ⑶ 財源不足額については，臨時財政対策債の発行等によることなく，地方交付税の法定率

の引上げにより対応すること。

 ⑷ 依然として厳しい地域経済を活性化させる必要があることから，地方財政計画における

歳出特別枠を維持すること。

 ⑸ 地方公務員給与の引下げを前提として，平成２５年度の地方交付税が削減されたが，地

方の固有財源である地方交付税を国の政策誘導手段として用いることは，避けること。

２ 地方税源の充実確保等について

 ⑴ 地方が担う事務と責任に見合う税財源配分を基本とし，当面，国と地方の税源配分を

「５：５」とすること。その際，税源の偏在性が小さく，税収が安定的な地方税体系を構

築すること。

 ⑵ 固定資産税は，市町村の基幹税目であることから，その安定的確保を図ること。特に，

償却資産の根幹をなしている「機械及び装置」に対する課税等については，現行制度を堅

持すること。

 ⑶ 法人住民税は，均等割の税率を見直すこと。 

 ⑷ ゴルフ場利用税は，ゴルフ場所在の市町村にとって貴重な税源となっていることから，
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現行制度を堅持すること。

 ⑸ 地球温暖化対策において地方自治体が果たしている役割を踏まえ，地球温暖化対策譲与

税を新たに創設するなど，地方税財源を確保する仕組みを構築すること。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３２号

公共事業における国産材の活用を求める意見書の提出について

公共事業における国産材の活用を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２５年１０月２８日提出

提出者 市 会 議 員 全 員

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，農林水産大臣，経済産業大臣，

国土交通大臣 宛て

京 都 市 会 議 長 名

公共事業における国産材の活用を求める意見書

「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が制定されたことにより，公共建

築物の木造建築化が推進されることとなった。しかし，実際に木造化された建築物はまだまだ

少なく，持続可能な森林経営が可能なレベルにはなっていないというのが現状である。

本市では，北山杉をはじめとする地域産材の積極的活用等，林業振興の取組を行っているが，

日本の森林を守り持続可能な林業経営を可能とするためには，更なる国産材の利用が求められ

る。

よって国におかれては，公共建築物の内外装・道路の木製ガードレール等，公共事業におい

て国産材（地域産材）の更なる利活用を推進するよう強く求める。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３３号

鳥獣被害防止対策の充実を求める意見書の提出について

鳥獣被害防止対策の充実を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２５年１０月２８日提出

提出者 市 会 議 員 全 員

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，農林水産大臣 宛て

京 都 市 会 議 長 名

鳥獣被害防止対策の充実を求める意見書

野生鳥獣による農作物被害は，深刻化し，シカ，イノシシ，サル，クマなどの野生鳥獣によ

る農作物被害額は，平成２１年度以降，毎年２００億円を上回っている。また，被害は，経済

的損失にとどまらず，農業従事者の意欲の減退や耕作放棄地の増加など，著しい悪影響を与え

ている。

鳥獣被害が深刻化している要因として，鳥獣の生息域の拡大，狩猟者の高齢化等に伴う狩猟

者数の減少による捕獲圧の低下，耕作放棄地の増加等が考えられる。

こうした鳥獣被害の深刻化・広域化を踏まえ，平成１９年に，議員立法による「鳥獣による

農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律」が全会一致で成立した。この

法律により，現場に最も近い行政機関である市町村が中心となって，様々な被害防止のための

総合的な取組を行うことに対し支援措置が実施されることになった。

平成２４年には，同法の一部改正が行われ，対策の担い手確保や捕獲の一層の推進が図られ

ることになったが，集中的かつ効果的な鳥獣被害防止対策を早急に講じる必要がある。

よって国におかれては，鳥獣被害防止対策の充実を図るため，下記事項を速やかに実施され

るよう強く要望する。

記

１ 地方自治体への財政支援を充実させるとともに，鳥獣被害防止総合対策交付金の予算を拡

充すること。

２ 狩猟者の確保・育成に向けた対策の強化と支援を拡充すること。また，狩猟者の社会的役

割に対する国民的理解と狩猟者の社会的地位の向上の促進を図ること。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３４号

認定こども園の認定権限等の移譲を求める意見書の提出について

認定こども園の認定権限等の移譲を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２５年１０月２８日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか５３名

自 民 党 市 議 団 ， 民 主 ・ 都 み ら い ，

公 明 党 市 議 団 ， 京 都 党 市 議 団 ，

無 所 属 （清水）， 無 所 属 （森川）

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，文部科学大臣，厚生労働大臣，

内閣府特命担当大臣（少子化対策） 宛て

京 都 市 会 議 長 名

認定こども園の認定権限等の移譲を求める意見書

平成２４年８月に「子ども・子育て関連３法」が成立し，平成２７年度からの「子ども・子

育て支援新制度」（以下「新制度」という。）の運用開始に向け，現在，国の「子ども・子育て

会議」において制度の詳細な検討がなされている。

新制度においては，質の高い幼児期の学校教育・保育を総合的に提供するため，幼稚園と保

育所の良さを併せ持つ「認定こども園」の普及を進めることとしており，従来の幼保連携型認

定こども園については，学校教育法に基づく認可及び児童福祉法に基づく認可を一本化すると

ともに，その認可権限についても保育所と同様に，政令指定都市や中核市に移譲するなどの改

正が行われたところである。

しかしながら，幼稚園及び幼保連携型認定こども園以外の「認定こども園」については，こ

れまでどおり都道府県にその認定権限が置かれたままであり，依然として幼稚園機能と保育園

機能に係る権限の一元化は図られていない。

幼児期における教育は，生涯にわたる人格形成の基礎を培ううえで非常に重要であり，認定

基準の策定から給付，そして指導監督に至るまで一体的に行われるべきである。

また，政令指定都市など都市部に保育所待機児童が集中している状況にも鑑みれば，幼稚園

及び保育所のそれぞれの需要等を一元的に把握することにより，より効果的な待機児童対策を

推進することにもつながることが期待できる。

よって国におかれては，全ての認定こども園の認定権限等を政令指定都市等に移譲すること

を求める。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３５号

地域の中小企業へ更なる支援を求める意見書の提出について

地域の中小企業へ更なる支援を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２５年１０月２８日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか４７名

自 民 党 市 議 団 ， 民 主 ・ 都 み ら い ，

公 明 党 市 議 団

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，財務大臣，経済産業大臣，

中小企業庁長官 宛て

京 都 市 会 議 長 名

地域の中小企業へ更なる支援を求める意見書

日本経済の担い手は，地域に根差す中小企業である。京都市では，企業の９９パーセント以

上が中小企業であり，雇用の８割を生み出している。地域の経済や社会の活力の向上のために

は，景気回復が進みつつある中だからこそ，地域の核となる中小企業に光を当て，発展させる

ことがますます重要になってくる。

よって国におかれては，地域の中小企業の発展のため，中小企業支援について，下記の施策

を実施されるよう要望する。

記

１ 閣議決定された「中小企業憲章」の理念を実践し，我が国の雇用・産業の基盤である中小

企業を積極的に支援すること。

２ 中小・ベンチャー企業の起業・創業・育成の支援体制強化を図るため，ものづくり指導者

の養成・活用による技術・技能の継承を推進し，中小企業が人材確保・育成・定着を図るま

で，一体的な支援を進めること。また，若年層に対する長期インターンシップを行う中小企

業等の支援等を行うこと。

３ 中小企業を支援する税制（事業承継，印紙税，交際費課税等）の改善，中小企業の代表者

本人以外の第三者連帯保証を禁止する，といった万全の体制で資金繰りを支援すること。

４ 「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関

する特別措置法」を的確に運用し，中小企業が円滑に消費税増税分を適正に転嫁することが

できるよう臨むこと。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３６号

福島原子力発電所の汚染水対策の強化を求める意見書の提出について

福島原子力発電所の汚染水対策の強化を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２５年１０月２８日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか３９名

自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ，

京 都 党 市 議 団 ， 無 所 属 （森川）

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，復興大臣，

内閣府特命担当大臣（原子力防災），

内閣府特命担当大臣（原子力損害賠償支援機構） 宛て

京 都 市 会 議 長 名

福島原子力発電所の汚染水対策の強化を求める意見書

東日本大震災・福島第一原発の事故から２年７箇月余りが経過し，今なお２９万人近く

の方が避難生活を強いられ，福島県では５万人を超える方が県外での生活を余儀なくされ

ている。

復興庁による省庁横断的な取組や復興予算の拡充などの復興策の実施により，被災地か

らは「ようやく復興の歯車が回り始めた」との評価も聞こえてきた。復興の足取りを確か

なものにするために，福島第一原発の汚染水の流出問題は，国が全面に出て，解決に取り

組むべきである。

国は，放射能汚染水の地下水への流入に対する抜本策の検討，汚染水貯蔵タンクの信頼

性の向上，放射性物質の除去技術など最新の知見を生かした対策により，一日も早い抜本

解決を目指すべきである。また，汚染水の環境への影響についても国内外の信頼が得られ

るよう，情報を分かりやすく丁寧に発信するとともに，漁業関係者や周辺住民の方々の不

安の解消と風評被害の防止にも努めるべきである。

安倍内閣総理大臣は，国会答弁において「東京電力任せではなく，国が全面に出て取り

組む。予防的かつ重層的な対策を講じていく。」と述べている。

よって国におかれては，汚染水問題の解決に向けた施策を強力に進めることを求める。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３７号

福島第一原子力発電所の汚染水対策の強化と福島再生への取組を求める意見書の提

出について

福島第一原子力発電所の汚染水対策の強化と福島再生への取組を求める意見書を次のとおり

提出する。

平成２５年１０月２８日提出

提出者 市会議員 井坂 博文 ほか２７名

日 本 共 産 党 市 会 議 員 団 ，

民 主 ・ 都み ら い ， 無 所 属 （清水）

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，復興大臣，

内閣府特命担当大臣（原子力防災），

内閣府特命担当大臣（原子力損害賠償支援機構） 宛て

京 都 市 会 議 長 名

福島第一原子力発電所の汚染水対策の強化と福島再生への取組を求める意見書

東京電力福島第一原子力発電所では，事故から２年半たった現在においても，放射能汚染水

の海洋への流出が続いている。このような状況を受け，原子力規制委員会は，本件汚染水漏れ

に対する国際原子力・放射線事象評価尺度（ＩＮＥＳ）をレベル３に引き上げることを決定し，

東京電力が対応に当たっているものの，その後も汚染水の流出が続いている。

原子力発電所事故への対応は，国の総力を挙げて取り組まねばならない課題であり，ＩＯＣ

総会での安倍内閣総理大臣の「政府が完全に責任を果たす」との表明のとおり，国が前面に出

たスピード感のある取組を進めなければならない。

また，この原発事故では，いまだに１５万人近い福島県民が本市を含めた全国各地で避難生

活を余儀なくされている。廃炉作業や汚染水対策を進めることと同時に，福島の再生の取組も

進めていかなければならない。

よって国におかれては，下記の措置を講じるよう強く求める。

記

１ 国の責任において，組織・人材・予算等，あらゆる資源を投入して，汚染水への抜本的な

対策を講じ，国民の不安を一刻も早く取り除くこと。

２ 汚染水の流出の状況や，福島県近隣海域の放射能の状況などを詳細に確認し，その結果を

迅速かつ正確に国民に公開すること。

３ 除染の徹底や賠償の一層の迅速化などを通じて，住民の生活再建を進めること。また，健

康調査など，福島県外への避難者に対する支援も進めること。

４ 被災地の産品に対する風評被害対策について，万全を期すこと。
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以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３８号

若い世代が安心して就労することができる環境等の整備を求める意見書の提出につ

いて

若い世代が安心して就労することができる環境等の整備を求める意見書を次のとおり提出す

る。

平成２５年１０月２８日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか３６名

自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ，

無 所 属 （清水）， 無 所 属 （森川）

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，厚生労働大臣，

内閣府特命担当大臣（少子化対策） 宛て

京 都 市 会 議 長 名

若い世代が安心して就労することができる環境等の整備を求める意見書

ライフスタイルの多様化や少子高齢化により，若い世代の働き方や暮らし方が変化してい

る。非正規労働者や共働き世帯が増えた今，若い世代が本来望んでいる仕事と生活の調和が崩

れ，理想と現実のギャップに悩む人が少なくない。

なかでも，働く貧困層といわれるワーキングプアから抜け出せずに結婚を諦めざるを得ない

若者の増加や，仕事と子育ての両立に悩む女性の増加，正規雇用でありながら過酷な労働環境

で働き続けることができない若年労働市場の実態など，今の若い世代を取り巻く問題は多岐に

わたり，年々深刻さを増している中，若い世代が安心して就労することができる環境の整備が

求められている。

よって国におかれては，若い世代が仕事と生活の調和を保ち，安心して働き続けることがで

きる社会の実現を目指し，一層の取組を進めるため，下記の事項について適切に対策を講じる

よう強く求める。

記

１ 世帯収入の増加に向けて，政・労・使による賃金の配分に関する協議を進めること。また，

正規・非正規間の格差是正，子育て支援など，総合的な支援を行うとともに，最低賃金の引

上げに向けた環境整備を進めること。

２ 労働環境が悪いために早期に離職する若者も依然として多いことから，若年労働者に劣悪

な労務環境下で仕事を強いる企業に対して，違法の疑いがある場合等の立入調査の実施や悪

質な場合の企業名の公表などを検討し，対策を強化すること。

３ 個人のライフスタイルに応じた多様な働き方を可能とするために，地域限定や労働時間限

定の正社員など，多元的な働き方を普及・拡大する環境整備を進めるとともに，短時間正社
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員制度，テレワーク，在宅勤務などの導入を促進すること。

４ 仕事や子育て等に関する行政サービスについて，若者支援策がより有効に実施・活用され

るよう，利用度や認知度の実態を踏まえ，必要な運用の改善や相談窓口等の周知，浸透等に

努めること。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第３９号

新聞への消費税の軽減税率の適用を求める意見書の提出について

新聞への消費税の軽減税率の適用を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２５年１０月２８日提出

提出者 市会議員 井上 与一郎 ほか３４名

（自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団）

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，財務大臣，

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 宛て

京 都 市 会 議 長 名

新聞への消費税の軽減税率の適用を求める意見書

新聞を含む文字文化は，米・水などと共に，日本の国を形作ってきた基礎的な財である。

さらに，新聞は，その戸別配達網により国内外の多様な情報を，全国くまなく日々ほぼ同じ

時刻に届け，国民の知る権利と議会制民主主義を下支えするとともに，文字文化の中軸の役割

を果たしている。

国土も狭く，資源も少ない我が国が世界有数の先進国となったのは，国民の伝統的な勤勉性

と共に，新聞の普及と識字率の高さが，学力・技術力を支える役割を長く果たしてきたためで

あることは，広く認められるところである。

また，新聞は，地方議会の動向をこれまで以上に詳細に示していく役割を担っていくと考え

られる。そういった意味においても，その役割は，ますます重要である。

ヨーロッパ諸国を見ても，多くの先進国が新聞への軽減税率措置を採っており，「新聞の軽

減税率は常識」とされている。

現在，深刻な活字離れが進む中で，書籍と共に新聞も購読率が低下傾向にあり，新聞を全く

知らないで育つ子どもが増えるなど，次の世代の知的水準へ大きな影響を及ぼすものと深く憂

慮されている。これに加え，今回の消費税率の引上げにより，新聞離れが更に加速するおそれ

があると危惧する。

よって国におかれては，消費税率が８パーセント，１０パーセントいずれの段階においても，

新聞への軽減税率を導入されるよう強く求める。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第４０号

高校授業料無償化制度への所得制限の導入に反対する意見書の提出について

高校授業料無償化制度への所得制限の導入に反対する意見書を次のとおり提出する。

平成２５年１０月２８日提出

提出者 市会議員 青木 よしか ほか２６名

日 本 共 産 党 市 会 議 員 団 ，

民 主 ・ 都 み ら い

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，文部科学大臣 宛て

京 都 市 会 議 長 名

高校授業料無償化制度への所得制限の導入に反対する意見書

我が国の全ての高校生等が，家庭の経済状況等にかかわらず，安心して勉学に打ち込める社

会を作るという理念の下，国の費用によって，公立高等学校の授業料を無償化するとともに，

国立・私立高校等の生徒の授業料に充てる高等学校等就学支援金制度が，平成２２年度に創設

された。この制度によって，義務教育終了後の進学における生徒の選択肢が広がり，経済的理

由で高校を中退せざるを得ない生徒については，その数が半減し（平成２１年度１，６４７名

であったのが，平成２３年度９４５名），また，高校を中退した生徒が再入学をする「学び直

し」をする生徒も，制度導入前と比べて１５パーセント増加した。全ての生徒たちへの学びの

機会の保障と家庭の教育費の負担軽減が実現したことは，大きな成果である。それに加え，社

会全体で生徒の学びを支えることによって，いずれは社会の担い手となっていくのだという生

徒自身の社会意識の育成も期待されているところである。

ところが，我が国の教育予算は，国際的に低水準であり，社会全体で子どもの学びを支える

という理念が不十分であるのが現状である。政府は，平成２６年度からの高校授業料無償化制

度への所得制限の導入を目指しているが，これも制度の理念を大きく後退させるものである。

高等学校等教育は，多くの先進国では無償とされており，所得制限なども当然ながら課されて

いない。

よって国におかれては，高校授業料無償化制度に所得制限を導入することなく，本制度と理

念を堅持するとともに，高校授業料無償化をはじめ，社会全体で全ての子どもを育む教育を国

として推進するよう強く求める。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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市会議第４１号

一括交付金制度の復活を求める意見書の提出について

一括交付金制度の復活を求める意見書を次のとおり提出する。

平成２５年１０月２８日提出

提出者 市会議員 中野 洋一 ほか１３名

（民 主 ・都 み ら い ， 無 所 属 （ 森 川 ））

平成 年 月 日

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，

総務大臣，財務大臣，

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 宛て

京 都 市 会 議 長 名

一括交付金制度の復活を求める意見書

地域から日本を更に活性化していくためには，地域の実情等に応じ，地域が抱える様々な課

題を解決していけるようにする改革が必須であり，時代の大きな流れになっている。

平成２３年度予算では，原則として自治体がその裁量により使途を決めることができる一括

交付金制度（地域自主戦略交付金等）が創設された。平成２４年度予算では，金額，対象自治

体，事業メニューが拡大されるなど，改善が行われた。

しかし，平成２５年度予算においては，一括交付金制度が廃止された。

日本の活力を取り戻すためには，そして，地域での安心安全で幸せな生活を取り戻すために

は，地域のことは地域が決める地方分権の確立が，今こそ必要である。

よって国におかれては，一括交付金制度を復活させることを強く求める。

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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■ 請願審査結果

（平成25年10月28日現在）

くらし環境委員会

受理番号 件 名 受理年月日 処理結果

152,153 公衆トイレの設置 25.5.14 25.10.21採択

教育福祉委員会

受理番号 件 名 受理年月日 処理結果

154 年金の削減中止の要請 25.5.14 25.9.30不採択

155,156 洛西ふれあいの里保養研修センターの存続等 25.5.14 25.10.28審議未了

158 保育園建設の指導等（中京区橋本町） 25.6.24 25.9.30採択

160～170 敬老乗車証制度の改善充実 25.9.25 継続審査

171 リハビリテーションセンター再編に向けての

機能充実
25.9.26 継続審査

172 市営保育所の民間移管反対等 25.9.27 継続審査

173 市立工業高校の統合校設置候補地の再検討 25.9.27 継続審査

まちづくり委員会

受理番号 件 名 受理年月日 処理結果

157 河合橋の歩道の安全対策 25.5.14 25.9.30採択

159 界わい景観整備地区の歴史的景観の保全 25.6.24 25.10.28取下げ（陳情に変更）

174 マンション建設の指導（南区久世高田町） 25.9.27 継続審査

175，176 宅地開発工事の指導（左京区浄土寺南田町） 25.10.23 継続審査
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■ 請願等受理及び処理件数一覧

（平成25年10月28日現在）

区 分

受 理 件 数 処 理 件 数

継続

陳

情

受

理

件

数

繰越し 新 計 採 択 不採択
審議

未了
取下げ 計

経済総務委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

くらし環境委員会 2 0 2 2 0 0 0 2 0 0

教育福祉委員会 4 14 18 1 1 2 0 4 14 1

まちづくり委員会 2 3 5 1 0 0 1 2 3 0

交通水道消防委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 8 17 25 4 1 2 1 8 17 4
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アメリカ大統領への新型核実験に対する要請文の送付

アメリカ合衆国の新型核実験の実施に対して，大統領宛てに，8月21日，市長及び市会

議長連名の要請文を送付した。

市会改革の取組

議員定数及び議員報酬についての検討に当たり，8月12日の市会改革推進委員会におい

て，立命館大学の駒林良則教授，9月4日の市会改革推進委員会において，京都府立大学の

窪田好男准教授及び龍谷大学の土山希美枝准教授から，提出していただいた意見書の内容

について御説明いただくとともに，質疑を行った。

京都動物愛護センター（仮称）整備に係る緊急提言書の提出

9月18日，京都市会海外行政調査団が市長に対して動物愛護センター（仮称）整備に係

る緊急提言書を提出した。

議員研修の実施

9月24日の午後1時から議場において，議員研修（講師：大阪市立大学大学院創造都市研

究科教授・都市研究プラザ所長 佐々木 雅幸氏，テーマ：「文化首都・京都の発展に向

けて」）を実施した。

■ 特記事項
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